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序文

若年層の雇用不足は、世界中の政策担当者が直面する最も緊要な社会的、経済的、政治

的な課題のーっとなっています。特にアフリカでは若年失業、より正確には不完全就業は、

低い労働生産性及び広範な貧困状態と密接に関連しており、状況はより深刻です。

このような課題への取組に貢献すべく、当機構は、神戸大学及びOxfordPolicy Management 

に対し、アフリカ若年雇用政策調査の実施とともに、 2013 年 6 月 1 日 ~3 日に横浜で開催

された第5回アフリカ開発会議(百CADV)の公式サイドイベントとして、ハイレベルパネ

ル会合の開催準備を委託しました。

上記会合は、ボンゴ・ガボン大統領、ズマ・南アフリカ大統領、キクウェテ・タンザニ

ア大統領、カベルカ・アフリカ開発銀行総裁、キム世界銀行総裁、グレナスター・マサチ

ューセッツ工科大学貧困行動ラボ代表、当機構理事長の田中明彦など、アフリカ各国政府

及び開発援助機関の指導者の参加を得て成功裏に開催され、本調査研究に多大なる示唆を

与えました。

本調査研究及び上記会合に様々な形でご貢献いただいた全ての方々、特にケニア大統領

府経済アドバイザー(耳CA専門家、神戸大学特命教授)の日野博之氏の貢献に、深く感謝

いたします。

なお、本調査研究にて発表された見解は、必ずしも日本政府、当機構及び他の関係国政

府・機関の公式見解を代表するものではありません。

本報告書が広範に共有され関係各位の参考に供されるとともに、今後のアフリカ支援の

議論に貢献することを希望いたします。

国際協力機構アフリカ部長

乾英二
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ポリシー・フリーフ (本報告書の要約)

序 論

本報告書はnCAが実施するアフリカ若年層雇用問題の第2フェーズの成果を報告するも

のである。第 lフェーズの成果は、 4つの国別スコーピングスタディとマクロとミクロの横

断的概論から構成されていた。

本報告書が提示した分析結果に基づいて、ハイレベルの政策担当者向けに本報告書の内

容を要約したポリシー・プリーフと、アフリカの若者が直面する雇用問題の課題への取り

組みを示すアクション・プログラム(世界銀行、アフリカ開発銀行、 nCAによる共同提案

喜)が、第 5回アフリカ開発会議(百CADV)のハイレベル・パネルディスカッションで

発表された。ポリシー・ブリーフは、第2フェーズで作成されたペーパーの内容を簡潔な

要約の役割も果たしている。

本報告書の内容は、同じテーマについてこれまで刊行された報告書に対して、 2つの点で

進展を見た。

第 lに、雇用問題を労働市場の現象としてだけでなく、幅広い要因から生まれる結果と

して捉えたことである。たとえば、乳児期における認知能力の発達の遅れ、土地所有制度

の歴史的要因、マクロ経済の基礎的条件、短期的結果を優先する政治体制などが、多くの

アフリカ諸国における雇用問題と生産性の低さをもたらす主要な原因に含まれる。

第2に、本報告書は最近の研究、とくに既存のプログラムや提案されている新しい介入

を厳密に評価した結果に依拠していることである。客観的で検証可能な効果評価を行うこ

とが介入を選択し継続するために重要であると強調している。厳密に行われた評価とその

他の研究成果が我々の議論の根拠左なっている。

議論を進める前に、あらかじめ 2つのことをおことわりしておきたい。第 1に、若者と

雇用にまつわる課題はアフリカの中でも固によって異なるということである。我々はアフ

リカの国々に共通の教訓を得ようとしたため、国別の個別事情の中には捉えきれていない

ものがある。第2に、本報告書は多数の研究者が参加した研究成果であるため、当然、関

係者の聞で意見の相違があったところもある。以下では、そのような場合、少数意見を可

能な限り反映しながら、多数を占めた見解にそって議論されている。
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アフリカにおける若年雇用問題の深刻さと特徴

アフリカ申著者の聞の置用不l!1~. 一艦に理解されてい畠よりもはるかに楓漂〈複樟で

ある.揮準的な国際労働槽関 (ILO)の定轟により若者の央車を描写すれば、それは枝本的

に問題の裡劃さを過小に表すことになる.ILOは、ある最低年齢以上で、すぐに仕事ができ

る状況で積極的に仕事を揮しているが、最近1時間以上鋤いていない状況を失業主定義す

る.この定義によれば若年層の失業率はサプサハラ・アフリカで 12.8%、北アフリカでは

27.1%となる

アフリカ帽園田若者自3骨骨2は所・を得晶仕事についていない.ILO基摘により「先

聾している」人々よりもはるかに多い散のアフロカ町若者たちは、部分的にしか雇用され

ていないか、仕事を揮すことさえあきらめてしまっている。実は、長時間脆弱な環境町中

で働いてわずかな収入しか得ていない若者が、量のうえでは最も多いのだ.彼らは働いて

いるが貧しい.
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の雇用が支配的だムいくつかの固はその中聞の性格を持ち、失業事が高〈大規模の脆弱な

雇用を抱えている(ケニア、ザンピア、ジンパプエなど).
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敏置は経ん巳られている.サプサハラ・アフリカには5田0万人の牧畜民がおり、全人口

の8%を構成している.牧畜はい〈つかのアフリカ諸国では国内総生産の 10-40%を生み

出している.気候変動と砂理化の結果、牧畜地域のくらしは感化している園

アフリカの著者!志賀園の.，こ因われている.大量の低い生産性の労働者の供給がある

方で、そのような労働者を雇う非正盟部門ど零細農業があり、労働需給がマッチして賃金

が生存状纏ギロ ギリの水準の最適でない均衡状婚が続いている.貧困、およて埴正水準以

下の人的資本は次の世代へと引き植がれてしまう.

アフリカ各地で‘置の盲い民間御門の置周の握侯が不且している.アフリカは目宜まし

い経済成長を続けている.しかし近情的な民阿部門での雇用の成長は坦い園そのような雇

用は多〈のアフロヵ諸国で雇用全体の 10.......15%を占めるにすぎない.:iE規の民間部門の雇

用が構加しても、大量の失業した著者のプールを減少させるほEの影響はない.

アジアで雇用制出の置"を畢たした劃遺書{志、アフリカでは衰退している.サプサハラ・

アフリカでは過去20年聞に製造業が GDPに占めるシェアは 16%から 11%に徐々に低下L

ている.過去 10年間に20カ国以上で製造業のシェアが低下している。非効率な製造業の

国営企業が閉鎖されたB惨事惨を畳けている部分もあるが、多〈の固では経済成長が資本集約

的な天然資臨採掘事業主導で起こっているこ oが反映されているのだ。結果oして、経済

成長の労働への分配は少ない園競争カの低下は脱工業化の中心的要国である.

相対闘に薗，.. 曹を畏，tた人々であっても、野条件の置用・舎はご〈まれで、ご〈少な

い.アフリカの南部と北部の国々では平均的に勅3分の 1の大学卒人口が公戎離計上失業

状鱈にある。サプサハラ・アフリカでは大学率の失業率はウガンダの20%からガーナの46%

まで幅広いレンジにある.いくつかの国では極端に高かったり低かったりする.
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生まれた富の中で成功を収めている。所得分Eの最上層白人々は、国際的な標準からみて

も中間所得層に属する.このような分極化は、アフロカ社会において社会的緊獲関係を強
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行動計画

アフリカの若者を時限娼弾から経済の成長と発展の担い手に転換することが不可欠だ.

このためには様々な分野における介入を総合的でうまく調整の取れた行動計画にまとめる

術敵的な捉え方が必要になる。今こそ、多くのアフリカ諸国が陥っている低生産性の民を

打ち破るために、思い切って草新的な行動をとるべき時だ。

その行動計画中の政策、プログラム、プロジェクトは匝拠に基づいて遺ぶべきだ。若者

の雇用創出は、すべてのアフリカ諸国政府にとって重点課題である。この目的に向けて、

これまでも多額の財政資金投入と度重なる介入行われてきたが、問題の大きさと複雑さは

増加を止まない。従来の政策介入は明らかに意図した効呆を発揮していない。何がうまく

いって、なぜうまくいったのかを特定するためには、厳密な評価方法の組み合わせから得

られる証拠が必要だ。

行動計画は各国の固有の状況に合わせて仕立でなければならない.しかし多くのアフリ

カ諸国にあてはまるいくつかの共通の文脈もある。それらは5項目にまとめられる。

A菌室ヨ巨
人的資本蓄積は、胎児期から青年期まで強化されなければならない。具体的には、

(a)恵まれない子供たちとそのま族を対象に乳児期に知覚刺激と栄養を与えるプログラム。

とくに受胎後 1000日間にそうした介入を行うことは、多数のアフリカの子供たちの成

長の潜在カを損なわないために、また将来の人的・経済的潜在力を損なわないために、

極めて重要である。成功したプログラムは、もっとも貧困で最も恵まれない家庭を対象

にし、母子両方をターゲットとし、支援対象が積極的にプログラムに参加することを促

す内容となっている。そのようなプログラムをスケールアップして効果的に実施するに

はどのような様式が必要なのかについては、さらに研究が必要である。おそらく保護者

へのインセンティブの提供や家庭への現金給付といった方法であろう。

(b)初等教育から中等教育にかけてすべての子供に貨の商い教育を与えることが不可欠だ。

教育の収益率は中等教育を卒業してようやく明確な違いが現われるという証拠がある。

このことは、技能修得が未熟な若者の雇用は不足しているということと、多くの学校が

学習成果の実績を残せていないことを意味する。誰もが自由に中等教育まで受けられる

ことを目標に、まず学校に通う子供たちが質の良い教育を受けられるようにするように

してから、段階的に取り組むのが良いだろう。質の高い教育を提供するには、教員の質

を改善することを始めとして、意味のある包括的な教育制度の改革が求められる。

(の恵まれない子供たちへの特別なケアが必要だ.彼らが学校に留まって他の子供たちと同

様に良い教養を受けられるようにしなければならない。アフリカのいくつかの国で実施

されたパイロット・プロジェクトの結果は、臨時雇用教員や有資格ボランティアが行う

補習授業が勉強が遅れている子供たちの学習進度を向上させたことを示している。
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(d)若者の就職カ (employabiI ity)を上げるためには、中等・高等教育における技能形成

と民間部門主導の職業訓練を拡張することがと〈に重要だ.職業訓練は企業の労働需要

に応えるように行うことが肝要である。一部の固では、大学教育は民間部門の雇用機会

よりも公務員の育成に向いている。職業訓練の結果として資格認定を与えるべきだ。あ

るパイロット・プログラムでは、職業訓練を受けたい人に自分で選ぶ学校(公共機関、

民問機関)の授業料を支払うパウチャーを支給したところ、コース修了後に民間企業に

雇用される見通しが高まったという結果が得られた。

(e)科学技術の撮奥.大学教育と大学卒業後の教育については量から質への転換が必要だ。

適切な目標が設定された大学には、成果主義のもとで資金を十分に供給しなければなら

ない。優れた数学、科学、工学の能力を小学校から大学までの一連の教育で酒養し、そ

の延長として、先進的な研究を行う中核的研究拠点(センター・オプ・エクセレンス)

を形成し、科学技術の素養を備えたリーダーとなるアフリカの若者を育てることができ

るだろう。現行の学校システムは、数学と理科の学業成績がとりわけ低いという調査結

果が示されている。

(f)青年の健康に投資する。アフリカの若者の擢，患率は高い。たとえば、ケニアで行われた

調査では、 22%の若者が調査日から 4週間以内に病気にかかったりけがをしたりしたと

答えている。 HIVとエイズは特に青年期に感染する人が多い。健康な肉体、および適切

な医療ケアは、人的資源の必須条件である。

アフリカの若者が人的資源を蓄積することを支援するためには、厳密な評価により有効

アフリカの若者が人的資源を蓄積することを支援するためには、厳密な評価により有効性

が確認された試みから得られた証拠に依拠して、介入の実行リストを構築することが重要

だ。たとえば、

(i) 条件なし、あるいは条件付き現金給付:胎児期から幼児期まで、母親と初等・中等

教育学齢期の子供がいる両親を支援する。

(ii) 受胎後 1000日間に刺激と栄養を与える。

(iii) 恵まれない状況の小学生の子供たちを中心に、補習授業と無料の学校給食を実施す

る。

(iv) 中等教育修了後に学校教育や職業訓練を受けようとする若者に対して、教育パウチ

ャーを配布する。

こういった試みは通常小規模で実施されるものである。それらを意味のあるものにする

には、国家的な政策介入の計画としてスケールアップできることを示さなければならない。

鐘量皇室室
賀が高い雇用を十分に生み出すには、生産性が高い経済に変化させる必要がある.雇用

重視の経済戦略には以下の点が含まれる。

(a)マクロ経済の基礎的情条件を聾える.マクロ経済の安定性は、国内貯蓄を奨励し、投資

を促進し、外国投資を誘引するために重要である。競争力を保つ為替レートが維持され

なければならない。雇用創出の名のもとに保護主義が採られることは避けなければなら

ない。
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(b)生塵性垂直也L踊争泊壷商品る.道路、構、その他の輸送と通信のネットワークの改善、

高いエネルギー費用の引き下げ(再生可能エネルギーの開売を含む)、園内外国投費

の環境整晴、などを実行して、事業運営費用を引き下げることが、生産性の強化をもた

らす。外国直接投曹は、それと kもに大規模に雇用を創出するために必要な生産能力ど

国際的パリューチェーンとのつながりをもたらしてくれる.

(巴}石油.天鍵ガス、土地、再生可能エネルギー・由分野田天偲置酒田遺骨量置においては.

国向事章者がサプライヤーとして融カと按融を糧帽し雇用量生み出せ晶ようにする.賢

源から最終製品まで競争的なパロューチェーンを形成し、経済の活力を保護する。

(<1)轟轟由生産性壷改曹す畠.農村のインフラストラクチヤ-(電力、道路、水利、等)の

整備、血種檀の貯障から摘通段階までの掴央(ポストハーペスト・ロス)、収書量増加

のための科学技術の知見の適用、農地改革の検討、マイクロクレジット制庄の拡張、な

どを恒先的に実施するE 零細島民の生産性向上は低置な自給自足の雇用を商置な雇用に

転換する一助となる.
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(，)都市由非正規部門や島村由直車外非正規雇用を豊容し、量動して設置する.非正規企業

は正規部門とパロューチェーンで垂直的につながっている.非正規部門町正規化はアフ

リカ経済の構造霊化と雇用創出町進展在期j激するだろう.正規曲門町雇用は、成長の速

度が速くても、低いベースから出発しているので、l<世代の労骨市場参入者を眠収でき

るとは考えにくいB 具体的な介入として、非正規の生直現場町インフラストラクチャ}

を整惜して生産性を改善するこk、法制化、マイクロクレジット制度の適用なEが考え

られる.加えて、非正規事業者の経営能力を開発する革新哨な介入により、彼らがより

規模が大きい正規事難者に成長できるようにそチベーションを与えて正規化を支援し

なければならない.

重量亜量主星旦皇血

曹個市場白梅植を司k普しなければならない.正規労働市場が櫨飽している固では、団体
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労働交渉や最低賃金、その他の制度的規制の費用便益を客観的かつ徹底的に評価しなけれ

ばならない。得られた評価結果は公開され、広く議論されなければならない。規制はでき

る限り制限的でないようにする(たとえば、採用と解雇をしやすくすること)一方で、非

正規部門の労働者を正規化するためには効果的な規制を行うことが、労働市場改革の重要

ポイントである。公共部門の労働組合が、団体交渉やその他の行為により留保賃金を高め

る等の影響を労働市場全体に与えているような国では、同様の改革が必要である。最後に、

非正規雇用が支配的な国々では、最低限の労働環境の安全性の保証など、基礎的な規制が

より実効性を持たなければならない。

その他には以下のような施策が考えられる。

(i) 求職活動の支撮。公共の職業斡旋センターを通じた支援やインターネットを通じた

求職ポストの広告を奨励することを通じて情報の非対称性と技能の重要と供給のミ

スマッチに対処する。多くの労働者が歴史的あるいはその他の理由により労働市場

から離れた場所に住んでいるような国では、求職活動の交通費を補助する効果が高

いだろう。

(ii) 公共部門の賃金を抑制する。とくに留保賃金が高くなり過ぎないようにするため。

(iii) 採用プロセスの透明性を高める。公共部門と民間部門の両方で採用プロセスの属人

性を減らして、効率性を高める。国によっては民族的つながりの影響を抑えること

も必要となる。

アフリカの政府は失業の圧力を和らげるためにこれまでも数多くの介入を実施してきた。

その中には政府が実施する公共事業や直接的な賃金補給、政府調達における優先的取り扱

い、若者の企業に対する信用プログラム、その他の積極的優遇措置が含まれる。これらの

介入措置の効果については、評価が分かれているロそれはしばしば実施能力やその他の行

政機能の制約によるものである。

民間企業における技能訓練の機会について考慮してもよい。その中には次のようなもの

が含まれる。

(i) インターンシップやその他のオンザジョブ・トレーニング・プログラムへの補助。

選ばれた民間企業と政府のパートナーシップを利用する。

(ii) 公共事業プログラムの改革.たとえば公共事業を民間にアウトソーシングすること

や、公共事業プログラムを単なる所得給付としてではなく、オンザジョブ・トレー

ニングの機会として捉えることが重要。

(iii) 小規模フランチヤイズプログラム.小売フランチャイズ・ネットワークを持つ民間

企業と協力し、非正規部門の企業を育成するために、経営技術のトレーニングと組

み合わせる。

性別による隔たり

性別による隔たりを無〈すことは最も重要である。若い女性の能力を強化することは、

生産的な労働力を確保して包摂的経済成長を実現するために重要である。そのための施策

として、

(i) 女の子が学校に留まるようにし、若すぎる結婚を防ぎ、女の子を通学させることを

時踏させるような要因を取り除く(たとえば制服の購入など)。
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(ii) 若い女性の雇用と所得を増やすような技能訓練。

(iii) 同職種で男と女の聞の賃金格差が存在する状況を是正する。職場における性別によ

る差別を根絶する。

(iv) 性別による差別に起因する肥料、種、資本へのアクセスの差を根絶する。

堅畳主量豊
行動計画の中の個別の介入は、その結果を評価することがあらかじめ盛り込まれている

ことが不可欠だ.計画の実効性を絶えず監視し、実験あるいはその他の科学的根拠に基づ

く手法で厳密に評価されなければならない。有望な計画は、国家的な政策にスケールアッ

プして実施し、その後も続けられるべきかどうか、評価を受けることがとくに重要だ。

アフリカでは、しばしば援助機関から資金援助を受けて不完全就業問題に対するプログ

ラムが実施される。様々なプログラムが実施される中で、支援を提供するチャネルとなる

援助機関、政府、受益者、 NGOの問で実効的な聞聾を行う仕組みをデザインする必要が

ある。

結論

若者の能力を向上させ、彼らが人的資本を蓄積することを可能にし、質の高い雇用機会

を提供することはアフリカ各国の政府が取り組むべき重要課題である。このため、アフリ

カ各国の政府は既存の政策や介入を集約し、その上で新しい手段を導入して、総合的で調

整のとれた行動計画に練り直すことが望まれる。

政府は行動計画の中で介入方法を精選して特定すべきだ。介入方法は効果があることが

すでに明らかになっているものや効果を発揮する可能性が高いものに限定すべきだ。すべ

ての優先度が高い分野に、精選された介入手段で対策を講じなければならない。

行動計画が結果をもたらすためには、思い切った内容でなければならず、既得権益集団

の聞にトレードオフが生じる可能性が高い(たとえば労働市場の規制改革や農地改革にお

いて)。したがって、国民的コンセンサスと強い政治的意思は不可欠である。望まれる国民

的コンセンサスと政治的意思を先導する、強いリーダーシップが求められる。
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この提案書は、今後アフリカ各国の政府と開発パートナー(訳者注:三国間・多国間援

助機関を表す)、および関係する市民社会が検討すべきアクションを nCA及び世界銀行、

アフリカ開発銀行が共同で取り纏めたものである。これらの提案は、もし実施されれば、

我々が共有する目標 つまり、アフリカの全ての若者が望む職に就く、あるいは将来の夢

を追い求めることができるように現実的な機会を得ること の達成にむけて大きく前進す

ることとなるだろう。本提案は最近 3機闘が作成したアフリカの若年雇用に関する代表的

な報告書の結論から導出したものである。

広範囲かつ証例に基づいたアプローチが不可欠である

雇用に関する課題は「失業」あるいは狭義の労働市場の現象として捉えるべきではない。

多くのアフリカ諸国では、雇用問題はマクロ経済の管理やパフォーマンス、仕事の生産性

の低さ、人的資本の不十分な発達、土地所有権に関する慣習や歴史、そして時には短期の

結果を求める政治力学など、広範囲にわたる様々な課題の帰結である。アフリカの低所得

国で一般的に観察される経済のインフォーマル性は、雇用問題を考える上で別の重要な要

素である。したがって、若年層雇用の課題の解決に向けては、関連する施策問で十分に連

携がとれた行動計画に本腰を入れて取り組む必要がある。

行動計画は具体的な証例(エピデンス)に基づいていなければならない。計画に含まれ

る政策や施策は、厳密な評価によって有効性が検証されたものであるか、成功する蓋然性

が高いといえる確固たる根拠があるものでなければならない。アフリカ諸国及び開発パー

トナーは、これまで若年層失業の問題に対処するために膨大なりソースを投入してきたが、

成功例は限られている。多くの場合、政策及び施策の多くが、徹底的に検討することも、

政策聞の十分な調整も行われずに導入された。また、より少ない投入でより多くの成果を

あげられるよう、政策や施策を適切に選択すべきである。プロジェクトの設計が適切に行

われていても、公的部門の行政能力や資金不足などの制約により、実施段階で失敗する可

能性が高いことも念頭に置くべきである。

政策課題

望ましい行動計画を構成する各施策は目標設定を明確にし、かっ相互に連携させるべき
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である。その上で、各施策の有効性を厳密に経過観察していくべきである。具体的に、我々

は今後の政策として以下を提案する。

第 lに、雇用の増進を重視した成長指向の戦略を強化すべきである。アフリカにおいて、

これまでも経済成長は民間セクターの雇用を生み出してきた。しかし、民間セクターが生

み出す雇用は小規模であり、労働市場に参入する多くの若年層を吸収するには十分ではな

かった。鉱業及び情報通信産業はアフリカの成長ストーリーをけん引してきたが、雇用へ

の貢献度は大きくない。他方、アジアの成長ストーリーにおいて雇用創出の主役を務めた

製造業はアフリカでは低落傾向にある。アフリカの雇用増を伴う成長には、今後、製造業

の低落傾向の反転、鉱業のバリュー・チェーンや生産性の高いサービス産業の発展、或い

は豊かで美しい自然資源を活用した観光業の発展を進めていくことが考えられる。そして、

雇用創出を伴う成長の実現には、競争力の強化と生産性の向上が必要である。

第 2に、農業生産性を向上させるべきである。農業セクターはアフリカの労働者の大部

分を抱え、今後当分の閉それが続くだろう。高い農業生産性は農業セクターで新規の雇用

を多くは生み出さないかもしれない。その一方で、高い農業生産性は低賃金労働から高賃

金労働への転換と、農村の非農業インフォーマル部門の成長をもたらすだろう。農業生産

性の向上を確実に実現するためには、農業インフラの整備や、収量増加や雑草防除への科

学技術の利用をこれまで以上に推進する必要がある。そして、濯瓶整備を含む統合的な土

地管理を進めることが必要である。農民の貯蓄管理、そして輸出市場へのアクセスに対す

る支援も必要である。アジアの経験が示すように、緑の革命はアフリカ経済の構造転換の

きっかけとなるだろう。

第 3に、インフォーマル部門の存在を受容すべきである。その上で、小規模なインフォ

ーマル企業の仕事の質と生産性の改善を図る必要がある。多くのインフォーマル部門の企

業は成長せず、漸く日々のやりくりができる状態で事業を続けている。こうした状態に対

しては、それら企業が直面する制約を取り除き、事業規模及び利益の面で企業の成長を手

助けすることが鍵である。所有権の保護を強化することによって、それら企業による投資

増及び生産性向上を図るべきである。また、インフォーマル部門の小規模企業間で物的イ

ンフラ及びソフトインフラの共有を進め、企業のクラスター化や事業規模の拡大、生産性

の向上を支援していくべきである。経営技術や創業の技術を開発することも有益である。

インフォーマル部門の企業はしばしばフォーマル部門の企業と取引関係をもっているが、

将来的にはグローパル・バリュー・チェーンにも徐々に参加していくことが望ましい。

第 4に、アフリカの若年層に強固な人的資本を形成するべきである。そのために重要な

アクションは以下のとおりである。

・特に受胎後の最初の 1，000日間に適切な栄養と健康管理を提供すべきである。新生

児から乳幼児期の育児は温かい家庭環境で行われることが重要である。それが将来

の高いリターンをもたらすだろう(例:就職後の収入)。
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- 学校教育の質を高めなければならない。学習到達度を改善し、人生に必要な技能を

取得することによって、将来の雇用されるにふさわしい能力 (Employ.ぬility)の強

化につながる。そして、恵まれない環境におかれている子供たちが学校に残り、学

習を続けられるよう、特別なケアが与えられるべきである(例・セカンド・チャン

ス・プログラム)。

・徒弟制 (a即時nticeships)、インターンシップ、職業訓練における官民パートナーシ

ップを推進すべきである。過去の研究成果によれば、職場でのoπ訓練は学校での

職業訓練よりも有効なようである。

・科学技術を強化すべきである。初等教育から大学教育にわたり理数科教育を強化す

べきである。それによって最小必要規模の技能労働者を創り出すことが工業化の前

提条件といえる。

第 5に、青少年の健康を向上させるべきである。アフリカの若年層は他の途上国と比べ

て、病気が原因で仕事を欠勤する割合が高い。さらに HIV/AIDSやマラリア、結核に加え、

非感染症に対処する必要がある。強い人的資本には健全な肉体が不可欠である。

第 6に、性別による格差を無くすべきである。女子が学校に通えるようにし、通学を継

続させるためのインセンティブを強化すべきである。また、女子の早婚を防ぎ、農業活動

に必要な肥料や種子、クレジット・サ ピスへのアクセスにおける性別による差別は無く

すべきである。さらに、女性の労働参加を推進し、生産性の高いセクターへの参画を促す

ための仕組みを考える必要がある。若い女性をエンパワーメントすることにより、女性の

労働力としての生産性の向上及び包摂的(インクルーシプ)な成長は実現される。

最後に、労働市場における市場の失敗に対処すべきである。そのためには、求職者が職

業別収入に関する情報を入手しやすくする、求人側と求職側のマッチングを支援する、生

徒が希望する職業訓練校に通えるようパワチャーを交付する、そして起業のための金融サ

ーピスと連携した研修を実施することが重要である。特に北及び南部アフリカ地域では、

労働者の集団交渉及び高い留保賃金(問S町vationwages)が雇用に悪影響を及ぼす状況を緩

和する方策を探るべきである。パブリック・ワークプログラムは、政治的に魅力的である

が、費用効果を確保し長期の雇用につながるようにするにはどうすればよいか、今後厳密

な研究を進め、その結果に基づいて実施されるべきである。

開発パートナーは革新的な新しい施策の開発を支援すべきである

開発パートナー及び市民社会はアフリカ諸国に対し、これまでも上で述べたような政策

課題の実行のために広範な支援事業を行ってきた。我々は、開発ノ号}トナ}及び市民社会

がそうした支援を倍増させるとともに、ここで提示するアクションの実行に貢献し、そし

てアフリカ各国の政府との協調及び開発パ}トナ}や市民社会聞における協調を強化して

いくことを奨励する。
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開発パートナーに対しては、さらに一歩踏み込んで、重要性が高いがこれまでうまく対

処できていなかった課題に対して、新しい手法を用いた革新的な施策に取り組むことを提

案する。我々は開発パートナーに対し、一定規模そして異なる状況の下ですでに有効性が

証明されている施策については主要政策として実施し、特定の状況の下で有効性が証明さ

れているが一定規模で更なる検証が必要な施策については、その規模をスケールアップす

ることを提案する。また、開発ノ屯ートナーは、有効性があると予想される新しいアイデア

については、試行的に実施し、その有効性を検証することを提案する。

人的資本開発の分野においては、以下の 2つの施策の有効性が検証されている。

- 補修授業への青年ボランテイアの活用:この施策の基本的なアイデアは教育を受け

た失業中の若者をボランティアとして小学校に派遣し、授業についていけない生徒

を対象に補修授業を実施してもらうことである。インドでは地元の若者を課外活動

に活用している。補修授業はガーナでも行われており、 JICAはニジエールやプルキ

ナファソで展開している。こうした青年の活用は、人的資本形成に貢献するだけで

なく、雇用機会も創り出している。

・幼年期における発達 (EarlyChildhood Development) : :幼年期の栄養及び健康管理、

また子供への働きかけ・刺激 (sti皿叫a世田)に投資することは、子供の認識技能を改

善し、そして長い目で見て(成長後の)雇用の確保し、より高い賃金を得る上で有

益である。幼年期の栄養改善プログラムは世界食糧機関 (WFP) によって飢餓が蔓

延する地域で幅広く実施されている。幼年期に刺激(st皿 ulation)を与えるプログラム

は、ジャマイカ及びコロンピアで有効性が検証されている。今後の主要課題は、そ

うしたプログラムに神益する子供たちの数をできるだけ増やし、また禅益対象地域

を園内全体に拡大していくために有効な実施体制を探ることである。

農業においては、アフリカにおける緑の革命の必要性及び潜在的可能性にも拘わらず、

なぜ小農が新しい技術を採用しないのか、そして効率性を改善しようとしないのかを説明

する分析結果は殆ど得られていない。現在、新技術の採用を阻む要因の克服方法の検証を

目的とした、いくつかの研究プロジェクトが進行中である。開発パートナーにおいては、

それらのプロジェクトの試行的な実施、或いはスケールアップを図ることが考えられる。

例として、ルワンダのコーヒー生産農家を対象とした研修・情報提供プログラム、ガーナ

の天候保険、ケニアの小規模園芸作物農家に対する支援事業が挙げられる。

我々は、アフリカ経済のインフォーマル性を十分に解明しきれていないと言わざるを得

ない。これまで様々な方策(例:マイクロクレジットや金融リテラシー研修)が採られて

きた。しかし、得られた結果は良いものもあればそうでないものもある。インフオ}マル

な企業の成長を制約する要因を理解することが、より良い政策を立案する上で重要である。

そうした中でも、いくつかの施策については有効性を示す何かしらの証例が得られている。

今後それらの試行的な実施や事業の実施規模の拡大を図ることが考えられる。例えば以下

のとおりである。
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- 革新的な事業モデル:国際レスキュー委員会(Internationa!Rescue Co皿mittee)が実

施するマイクロ・フランチャイズ・プログラムがそのうちのーっといえる。このプ

ログラムでは、意欲的で起業精神に富んだ貧しい若者と知名度のある大規模なフラ

ンチャイズをもった大企業をタイ・アップさせる。若者にはフランチャイズ設立に

必要な小口資金を無償で提供している。若者はその資金を使って、親会社から材料

や部材を購入し、それを加工し、製品として販売する。こうしたマイクロ・フラン

チャイズ・モデルでは、典型的なマイクロクレジット・プログラムのように若者が

事業を試行的に実施するのでなく、若者は既に成功している事業モデルに乗ること

ができる点が特徴的である。

・事業拡大のための雇用(皿ringto Grow) インフォーマル部門の企業によっては、

クレジットや情報へのアクセスが限られる結果、企業の限界生産性が市場賃金の水

準よりも高くても、追加的に労働者を雇用できないケースがある。そうした場合、

零細企業の経営者に対して、追加的に雇用する場合に助成金を給付する制度の有効

性を示す複数の事例が存在する(例・スリランカでは、新規の雇用一人に対して、

その賃金の半分を助成するプログラムがある)。そうしたプログラムの制度設計を改

善し、その上で一つ或いは二つの国で実行に移していくことは十分に検討しうる。

その際、効率性の観点の重要性は言うまでもない。

いくつかのアフリカ諸国において、教育を受けた若年層の失業問題は差し迫った社会

的・政治的問題を引き起こしている。労働市場に対する規制が、若年層雇用に及ぼす過大

な影響を緩和するために、どのような改革が有効なのか、十分にはわかっていない。この

問題に対する短期的な措置として、開発パートナーが、パブリック・ワークプログラムの

伝統的な手法に拠らず、官民パートナーシップの発想を取り入れたプログラムを設計し、

試行的に実施することが考えられる。世界銀行がケニアで実施する民間企業インターンシ

ツプ・プログラム 若年層エンパワーメントプロジェクト は他のアフリカ諸国への適用

を考える上で有用である。そして、高い能力をもった若年層の育成を考える場合には、世

界銀行のセンター・オブ・エクセエンスプロジェクトのようなプログラムが有用である。

アフリカ開発銀行では、教育を受けた若年層を対象とする「技能と技術」に高いプライオ

リティを与え、アフリカの貧困層や脆弱な人々に役立ち、かっそうした人々による社会起

業を推進するための新しいアプローチを追求している。

最後に、我々は若年層雇用の促進を目的とするイノベーション・ファンドの設立を提案

する。応募者は若年層雇用の促進に有益な草新的プログラムを提案して資金獲得を競う。

このファンドの下で、新しいアイデアの提案を促し、プログラム実施のインパクトを注意

深く評価していくことにより、アイデアのイノベ}ションを興すとともに、何が有効かを

知るための証例の土台を蓄積することが可能となる。世界銀行やアフリカ開発銀行の

D町 el叩>ffientM田'ketplaceの取り組み事例は、若年層を対象とするイノベーション・ファンド

を立ち上げる際に参考になる。
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結語

国際コミュニティに所属する我々は皆、現在の世代及び次世代のアフリカの若者のため

に良い仕事 (goodjobs)の機会を十分に創り出し、若者がそうした機会の恩恵に十二分に預

かれるよう、人的資本の形成に取り組むことを共通課題とし、それを実践する責任を共有

している。我々は全てのアフリカ諸国に対して、こうした課題に対処するよう、関連する

施策と効果的に連携させることを求めたい。そして、証例に裏付けられた強力かっ包括的

なプログラムを立案し、実行することを求めたい。同様に、我々はアフリカ開発に従事す

るパートナーに対して、大胆かつ草新的であることを求めたい。全てのアフリカの若者が

夢を実現できる未来が訪れるよう、共にカを合わせようではないか。
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成果物 2 主報告書

『アフリカの若年雇用:課題と展望』
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|第1部 アフリカにおける雇用の課題|





第1章アフリカの労働市場と若年雇用4

カミラ・グミデ (J-PALアフリカ、ケ}プタワン大学)

ムライ・レイプラント (SALDRU，、ケープタウン大学)

ディビッド・ラム (PSC，ミシガン大学)

1. 1. 労働市場政策と著者

127 

若年期は、就学と就労をはじめ、人生の中で大切な決定をしなければならない時期であ

り、様々な習慣が形成される時期でもある。これらは各個人の人生に重要な意味を持つ。

幼年期を生き抜いて基礎的な教育を受けた後、読み書き以上の技能を身につけなければ今

日の競争社会で生き残っていくことは難しい。若年期とは、人生の非常に脆弱で予算制約

が厳しいときに様々な選択をして、学校、職場、住居、社会関係など、自らの環境を変え

ていかなければならない時期なのである。

世界開発報告 2007年版『ネクスト・ジェネレーション』で書かれているように、若者に

が持っている能力を十分に発揮するために、学校から仕事にスムーズに移行することが重

要だ。若者が生産活動に参加する機会を保証するためには就業機会を増やすだけでは不十

分で、移行期にまつわる様々なリスクにも対処しなければならない。たとえば、就職のた

めに農村から都市に移動すると男性は HIVウイルスに感染するリスクが高まると言ったこ

ともあるだろう。

アフリカの人口の約 20%は 15 歳~24 歳の年代に属する。彼らの健康と人的資源に投資

することは貧困削減に貢献し、より健康で、活発な労働参加、出生率の現象、病気の負担

の軽減といった未来につながっていくだろう。

この章では、アフリカにおける労働市場を対象にした政策に焦点を当てて、いかにして

学校から仕事への移行を円滑に行うことができるのか考察する。この議論を通じて、労働

市場政策にそのような役割を与えることの重要性と、労働市場を若者に優しい環境にする

ように努力することはアフリカ諸国政府にとって良い投資になることを明らかにしたい。

また、政策形成と今後の研究に資する提言を与えたい。もちろん、アフリカ諸国の中で固

により労働市場の状況は多様であり、ワンセットの政策がすべての国に適合するわけでは

ないが、我々の提言が政策介入を検討するための枠組みとして、また国固有の要因をどう

絡めていくのかを考えるための参考になればありがたい。

本章は 3つの節から構成される。最初の節では、アフリカの労働市場の全体像を明確に

し、各国の労働市場の特徴を表す統計を示す。続いて、事例研究として取り上げる 4カ国

(エチオピア、ガーナ、ケニア、南アフリカ)について、労働市場と労働制度、労働政策

の相互の関わりを精査する。第 2節では、労働市場政策の効果に関するミクロ経済的証例

を示した研究をレビューする。とくに、労働市場参入のための条件、学校から仕事への移

4 研究を支援してくれたGrantBridgmanに謝意を表する。
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行、労働需要、の 3つのテーマに注目する。第3節で結論を述べる。

1.2 アフリカの労働市場に聞する定型化された事実

1.2.1.定義

本章で、労働市場は多様な意味を持つ。このことは、本章がアフリカ全体を取り扱って

いるから国別事情が異なるという理由だけではなく、国の中における労働資源の配分を理

解するには、その国の中に存在する特徴が異なるいくつかの労働市場の聞に起こる相互作

用を理解しなければならないからである。家族の構成員が異なる労働市場に属していたり、

ひとりでいくつも労働市場にまたがって働いていることもある。

たとえば、あるリベリアの農村で働く女性 ここでは仮にサラ・カマラと呼ぼう の例

を見てみよう。彼女の収入は一日平均1.25ドルを下回る。家族の土地で米と立をつくるか

たわら、余分にお金が必要な時は近所の畑で賃労働をする。農作業が少ないときには森で

天然ゴムを採取する。また日常的に他の女性の髪結いをしてお金を稼いだり、年をとった

母の世話をしたりする。サラの仕事は何かを一言で形容しにくいことからわかるように、

サラのような人々がたくさんいる労働市場を対象に政策を立てることは実に難しい。アフ

リカで雇用されている人々の 3分の 2以上が自営業者なのだ。

そこで、本章における労働市場の定義とは以下のようになる。

労働市場とは労働サーピスを取引する場である。労働市場では、人々が雇用者に労働サ

ーピスを提供して賃金・報酬を得る有給被雇用者となる場合と、労働サーピスを自分自身

に提供する自営業者(または個人事業主)の場合がある。このように、「労働市場」とは有

給被雇用者と自営業者の両方を含む総合的な用語である。同時に実用的でおおまかな意味

において労働市場と言う言葉が使われるとき、インターネット、電話、その他通信手段を

使って労働サーピスの提供が行われて、実際に場を伴わないこともある。この定義が自給

自足状態の農民と自営業者を含み、正規と非正規の両方があるということは重要で、そう

することで意図的に本章の視野を広げている。

国際労働機関(ILO)による公式な定義によると、就業人口とは、ある年齢以上の人口で

物やサービスの生産に労働を供給する人々である。一回、一週間、一か月といった短期の

参照期間をとって、就業人口とは、そのような期間、収入や利益を得るために働いたすべ

ての人がこれに相当する。仕事をもっていても、病気、休暇、出産、ストライキ、レイオ

フなど理由で一時的に離職した人も就業人口に含まれる (ILOホームページを参照)。

失業人口とは、ある年齢以上の人口で働ける状況にあり、また働く意欲があるが、物や

サービスの生産に労働を供給していない人々である。上記のような短期の参照期間におい

て、機会があれば適切な条件で雇われたり事業を開始したりしてもよいと考えていながら、

仕事についていないひとを失業人口と呼ぶ。国によっては積極的に仕事を探している人と

求職活動を休眠中の人を分ける場合もある。厳密な失業の定義においては、近い過去にお

いて積極的に雇用されたり事業を開始したりする方法を求めている人を失業と定義し、就

職をあきらめて仕事を積極的に探していない人と区別する (Abelet al. 2013)。本章では失業

を広義にとらえ、積極的に仕事を探している人と仕事をつくことをあきらめてしまった人

の両方を含むものと考える。
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アフリカの就業人口の多くは働いていても貧しいままで、よりよい仕事を積極的に探す

ために必要な費源を持っていない、このような人々は生産性が低い仕事から抜け出すこと

ができず、彼らの生産手段(主として自分自身の人的資源)を十分に使い切ることができ

ない。雇用されてはいるものの最適な状態ではない。 ILOはこのような人々を不完全1就業人

口と呼ぶ。彼らは就業人口の一部であり、現在ある種の仕事に就いているが、彼らがより

高い生産性を発揮できるような他の仕事に就く能力があり、彼らもそれを積極的に望んで

いるにも関わらずそうなっていない場合に不完全就業と龍められる (rrβ ウヱプサイト)。

1.2.2 サゴサハラ・ 77リカの若年人口

サプサハラ・アフリカの若年人げは 1950年代以降4倍に増加し、この先 50年間で倍増

すると予測されている (WorldB皿k2007)。推計されているところによれば、現在 2億 四00

万人の若年人口は、この先40年間、 10年ごとに 50田万人ずつ増えていくことになるt出

生串が高いサプサハラ・アフリカ諸国では若者の人口コホートは絶対数で増えているだけ

でなく、人口全体に占める比率も上昇している。若年人口の増加が特に顕著な園は、チャ

F、コンゴ民主主義共和国、エリトロア、エチオピア、ケニア、モザンピーク、ニジエー

ル、ナイジエリア、ノレワンダ、セネガル、シエラレオネ、ソマリア、ウガンダである。

その他の閏(たとえば南アフリカキモーリシャス)では 10年以上前から出生串は下がり

始めており、すでに人口転換が進んで人口配当(白mographic也世田d)の局面にある.以下

町図l.lは世界の若年人口の傾向を示している。ほとんどの地域で低出生率、低成長に向か

つて人口転換が進んでいるのに対し、サプサハラ・アフリカは例外として際立っている。

図l.l発展途上国における若年人口のトレンド 195C日050年
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5 ここでは世界開発報告2曲 7年版と同様に国連の定義にしたがって 12-24歳の人口とする.

6 Wor1d Devel叩血阻IR司副2曲7のFigme1.5句33)から引用。
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1.2.3.定型化された事実

次に、我々はアフリカの労働市場についての 5つの定式化された事実を議論し、固によ

る相違点と類似点を明確にさせておこう。

1.2.3.1. 大半の人々は農業に従事している

世界銀行の WorldDevelopment Indicato聞のデータによると、ブルキナファソ、エチオピア、

マダガスカル、マリ、ノレワンダ、タンザニア、ザンピアでは農業が雇用全体に占めるシェ

アは 66~85%で、依然として最大の雇用を提供している。ガボン、ナミピア、南アフリカ

では農業の相対的なシェアは急速に減少し、ガーナ、モーリシャス、セネガノレ、ウガンダ

でも下落が見られる。農業のシェアが低下した国々では鉱業の成長の影響があらわれてい

る。鉱業はそれ自体が大量に労働者を雇用する産業ではないが、所得を向上させてサービ

ス業や製造業の成長をうながす役割を果たしている。アルジエリア、ボツワナ、カメルー

ン、エジプト、ガボン、ケニア、リベリア、ナミピア、ニジエール、セネガルでは農業は

雇用全体の 20-60%を提供している。

1.2.3.2. 大規模なインフォーマル部門。際立つ女性の参加

我々の広義の労働市場の定義を用いると労働市場に参加する人々の大多数はインフォー

マルな形態をとっている。 Schneid町'， Be'世田， and Montenegro (2010)によれば、 2005年ににサ

ブサノ、ラ・アフリカのインフォーマル部門の圏内総生産シェアは 38%で、これは世界最大

ということになる。中東・北アフリカではこのシェアは 27%で、それほど差がない。雇用

においてもインフォーマル部門の、ンェアは大きいロ Wor1dDevelopment Indicatorsによると、

プルキナファソ、ブルンジ、エチオピア、マダガスカル、マリ、モザンピーク、ルワンダ、

シエラレオネ、タンザニア、ウガンダなどの農業が雇用の大部分を占める国々では、 ILOが

「脆弱な雇用」と定義する無給の家業従事者や自営業者は労働者全体の 75%を構成する。

上記の雇用の推定値は農業と民間部門の自営業者を含んでいるので、インフォーマル部

門における雇用としては、多少過大に推定しているかもしれない。家庭における女性の家

事や育児など経済活動の外側にある労働を考慮していない。女性は男性よりもインフォー

マル部門に雇用されている比率が高く、ベニン、ブルキナファソ、ブルンジ、エチオピア、

マダガスカル、マリ、モザンピー夕、セネガル、シエラレオネ、タンザニア、ウガンダで

は90%近くに上る。

雇用に占めるインフォーマル部門のシェアに性別による差があることは、多くの国で明

らかだ。たとえば、ケニアではインフォーマル部門のシェアは男性が 50%、女性が 78%、

ガーナでは男性が 65%、女性が 85%、セネガルでは男性が 73%、女性が 90%といった状

況である。男性のインフォーマル部門雇用比率が上回っているのは、データが得られてい

る中では、セネガノレ、レソト、モーリシャス、モロツコ、チュニジアだけである。

南部アフリカではインフォーマル部門の雇用シェアは小さい。モーリシャスでは男性の

17%がインフオ}マル部門で雇用されており、女性は 14%である。ナミピアでは、男性が

17%、女性が 26%、南アフリカでは男性が 8%、女性が 12%である。北アフリカでは、エ

ジプトとチュニジアで男性は 22%、アルジエリアでは 34%、モロツコでは47%である。女
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性のインフォーマル部門雇用比率はアルジエリアでは男性よりも低く、エジプトでは男性

よりも高い。

1.2.3.3. 賃金を得ない雇用の重要性

賃金を得ない雇用が非常に多くのシェアを占めているということも定式化された事実の

一つだ。図1.2で示されているように、賃金を得ない雇用はアフリカで男性労働者の 70%、

女性労働者の 80%を占めており、経済活動のなかではるかに圧倒的な重要性を持っている

(World Bank 2012)。世界の他地域では賃金を得ない雇用の比率はもっと小さく、アジア、

中東では40%、ラテンアメリカでは 60%である。

賃金を得ない雇用とは、フォーマル部門、インフォーマル部門の自営業や自給自足農業

などを含む。このような働き方はリスクが高く収入が少ないので、特に脆弱な経済活動だ

と言える。

図1.2賃金雇用と非賃金雇用の比率
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(出所) World Bank， World Developmenl Reporl 2013 

1.2.3.4. 不完全就業とワーキングプア

以上の事実に基づくと、発展途上国では失業問題よりも雇用問題が存在すると言うこと

ができる (Pie1ds2010， R血 is2013)。多くの人々は雇用されてはいるが、収入の低い経済活

動から抜け出すことができず、彼らの労働力を十分生かし切れていないのだ。 R祖国 (2013)

によれば、農村における不完全就業は、圧倒的に都市部に移動する機会がない女性の若者

によって占められている。
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都市のインフォーマル部門でも低い平均生産性から得る収入を家族で分け合うという状

況は同じであるが、収入の水準は農村よりもいくらか高い(Ranis2013)。都市では就職情

報へのアクセスが容易であるということから、インフォーマル部門でも新しい就業機会を

探すコストが低いという利点がある。たとえば、若者は民族紛争から逃れるためや都市の

生活へのあこがれから農村から都市に移住しようとする (Leibbrandt岨 dMlatsheni 2004)。

農村に残る若者は土地の権利を持っておらず、融資を受けるためには土地を持っているこ

とが要求されるので、これは大変不利な条件になる。

不完全就業人口の規模を推定するのは、不完全就業と分類するために個人の潜在的な生

産性を知る必要があるので、簡単ではない。個人は自分に与えられている機会について完

全な情報を持っておらず、自分の潜在的生産性を過大にも過小にも評価しがちであり、デ

ータにバイアスを生じさせる。ギャラップ社の調査によれば、サプサハラ・アフリカの男

性の 29%は不完全就業状態にあり、女性ではこの比率は 34%に上る (Marl町 2011)。

不完全就業対策は、雇用を創出するだけでは十分ではなく、すでに存在する雇用の形態を

より生産性が高く利益が上がるような形に変えていく必要がある。 Bertland姐 dCrepon 

(2013)が述べているように、この目的を達成するには、本章の第2節で論じるように、まず

個人の労働生産性を上げる必要がある。

1.2.3.5. 失業

不完全就業の問題に加えて、多くのアフリカ諸国ではとりわけ若者と女性の間で失業が

増加している。ILOによれば、アフリカで2000年から 2008年の聞に創出された雇用のうち、

若年労働者に提供されたのは 4分の 1未満にすぎず、若年労働者は失業人口全体の 60%以

上である。

Pace et a1.(2013)が示したように、アフリカ諸国は3つのグループに分けられる。労働市場

がしっかりと形成されていてフォーマルな労働市場の規模が大きい国では、失業率が高く

不完全就業率が低い。これは主に南部アフリカの国々に当てはまる。ボツワナ、ナミピア、

南アフリカでは失業率は 15%以上に達する。レソトではインフォーマル部門の規模が大き

く失業率も高い。北部アフリカの国々でも国際的な標準と比較すると失業率が高い。とく

にアルジエリアとチュニジアではそうである。低所得園では失業率は相対的に低く 5%以下

の範囲に収まっているが、インフォーマル部門が大きい。エチオピア、ブルキナファソ、

ガーナ、タンザニア、ワガンダがこのような特徴を示す。第 3のグループは、ケニア、マ

リ、ザンピア、ジンパブエなどで、インフォーマル部門が相対的に大きく、失業率が 5~15%

の範囲にある。

少数の例外を除いて、失業率は男性よりも女性について高く、若年労働者の失業率は年

長の労働者よりも 2倍に達する。女性で失業率が高いという問題は男性の若年労働者を生

産活動に吸収することほど、政策担当者は注目していない。若い女性の失業は出生率の高

さや匝V ウイルスに感染するリスクを高めることにもつながっており、少なくとも男性と

同じ程度に注目する必要がある。

World Developm四 tIndi回 .torsのデータによると、失業問題の深刻さはアフリカ諸国の問で

も様々である。たとえばベニンはすべての年齢層の女性の失業率はわずか0.7%、男性は0.5%

だ。同国で失業率が最も高くなるのは女性では 20~24 歳の 2.3%、男性絵は 25~29 歳の 2.
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6%である。これに対して、ザンピアでは 14-19歳の女性の 32%が失業しており、ボツワ

ナでは 51%、南アフリカでは 67%に達する。同様に、 15歳-19歳の男性の失業率は、ザ

ンピアで 29%、ボツワナで 34%、南アフリカで 62%である。年齢が高い労働者では、これ

らの国では失業率は 10%未満に下がる。 Abelet al. (2013)が述べているように、年齢にまつ

わる失業のリスクの差は、南アフリカの文脈では若年層コホートの特徴だけの問題に限ら

ない。教育水準の低い求職者はいつか仕事を見つけることができるとしても、その「いつ

か」が 30代あるいはそれ以降になってしまっている。

エチオピアの失業問題は違うパターンを示している。女性の失業率が労働年齢全般にわ

たって高いのだ。 20-24歳で 37%とピークに達するが、 25-34歳で 30%近い水準にあり、

35-60歳で 20-25%水準に留まる。エチオピアの男性の失業率は 15-19歳で 23%と最も

高くなるが、 25-29歳以上の年齢層になると 10%以下に下がる。

アルジエリア、エジプト、チュニジアなどの北部アフリカ諸国では特に女性の失業リス

クが高く、失業率が減少し始めるのはお歳以上の年齢層以降である。チュニジアでは 15

-29歳の女性の 30%が失業しており、 30-34歳で失業率は 20%に下がる。 15-24歳の男

性の失業率は 27-29%と女性と大きな違いはなく、 30-34歳で 20%に下がる。アルジエリ

アでは 20-24歳の女性の失業率は 40%で 25-29歳では 31%である。男性の失業率は 15

-19歳で 23%、20-24歳では 19%である。エジプトでは 15-19歳の女性の 48%が失業し

ており、 20-24歳では 56%になる。男性の失業率は 20-24歳で 17%とピークになり、 25

-29歳では 7%に下落する。

以上の観察からわかるようにアフリカ諸国の中で失業率の年齢階層別失業の分布は国に

より異なっている。一部の国では労働市場に参入したての年齢層(J5-19歳)でもっとも

失業のリスクが高く、学校制度を出るときの難しい状況を示している。この傾向は自営業

の比率が低い固でより顕著に見られる。別のグループの国々では、より教育を積んで時間

をかけてよりよい仕事を探そうとしている傾向から、失業率はより上の年齢層 (25-29歳)

の若者でもっとも高くなっている。

失業率は労働市場に参入する年代の若者で高くなっているが、実際には失業者全体の中

でこの人数は少なく、大多数の人々は 20代後半で就職する傾向にある(以下でより詳しく

述べる)。

1.2.4ーすべての仕事が等しく良い仕事であるとは限らない

Duflo血 dB阻句聞は2006年， 2007年に刊行した2つの論文"τ"heEconomic Lives of the Poor" 

と"Whatis Middle Cl醐 about白MiddleClasses Around也eWorld"の中で、 13の発展途上国の

家計調査データを検討し、 1日2ドル以下の生活をしている人々(すなわち貧困層)、 2-4

ドル、 6-10ドル(すなわち中間層)の消費選択、健康や教育のための投資、雇用パターン、

その他の経済状況を明らかにした。彼らの研究は、国によっていくらか違いがあるものの、

世界の貧困層は驚くべきほどに共通点が多いことを明らかにし、貧困層と中間層の聞の違

いも明らかにした。興味深いことに、貧困層と中間層の決定的な違いは、その働き方にあ

ることが分かつた。彼らによれば、定期的な賃金労働をしているかどうかが貧困層と中間

層の重要な違いである。貧困層は、農場、建設現場、トラック輸送、商庖で短期の契約で

雇用条件が不安定な一時雇いで働いている場合が多い。彼らの労働時聞は仕事の有る無し
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に応じて大きく変動し、仕事を探して場所を転々とする。そうすることによって、職業に

特有の技能を身につけることはできず、資産や貯蓄を形成することもできない。このよう

な仕事についても健康保険や年金でカバーされないので、貧困層は生活のリスクを自分た

ちだけで背負うことになるのutlo皿.dB血吋田2010)。貧困層は一時的に中間層よりも長時間

働くことがあるが、一定期間を通じて中間層のほうが安定した労働環境を有しているので

累積労働時聞は長い。

多くの固では最良の仕事は公共部門にある。アフリカにおいて公共部門の雇用は全体の

中でごく小さな部分にすぎない。マダガスカルでは約 2%、マリでは 4%、カメルーンでは

5%、ザンピアでは 7%である。南アフリカと北部アフリカ諸国では公共部門の雇用シェア

は高く、モロツコ、南アフリカ、エジプトでは、それぞれ、 8%、16%、26%である。南ア

フリカとエジプトでは公共部門雇用の中で女性が占める割合は男性よりも多い。

1. 2. 5.労働市場の子どもと若者

児童労働はアフリカ諸国では一般的である。世界銀行の WorldDevelopment Indicaω，rsによ

ると、ベニンでは7歳-14歳の子供の4人のうち 3人が 1週間に 1時間以上働いている (ILO

による児童労働の定義)。女子で 76%、男子で 73%である。ブルキナファソ、カメルーン、

チャド、エチオピア、ガーナ、モザンピー夕、シエラレオネ、ザンビアでは、 7歳-14歳

の半分以上が働いている。子どもたちは家業の手伝いや農場の手伝いをしている。繁忙期

だけ子供が働く場合や、子供が学校に行きながら働いているばあいもある。働くことが学

校中退や欠席が増加する原因になると、長期的な人的資本形成に悪影響を与え、その後、

脆弱な労働者の数を増やすことになってしまう。

多くの国では、 15-19歳の青年が引き続き学校にいて経済活動人口に加わるのが遅れる

傾向が強まっている。 20-24歳までにはベニン、エチオピア、カメルーン、マダガスカル、

マリ、チュニジアでは 75-80%が経済活動人口に加わっている。アルジエリア、エジプト、

モーリシャス、南アフリカ、ザンピアでは大多数の男性が経済活動人口になるのはお-29

歳の年代で、ガボン、リベリアでは 30-34歳の年代である。

女性の労働参加の状況は国によって異なっている。アルジエリアでは 14%、チュニジア

では 25%と低いが、カメノレーン、マダガスカル、リベリアでは 60-64%の水準にある。女

性が働き始める年齢も国によって大きな差がある。マダガスカルでは 15-19歳の 70%が経

済活動人口である。ベニン、カメルーン、エチオピア、ザンピアでは25歳までに多くの女

性が働き始める。ガボンとリベリアでは女性の労働参加率は相対的に低く、働き始めるの

は 30-35歳が最も一般的である。

青年労働者の失業リスクが比較的高いことに加えて、彼らは短期雇用で賃金が安い仕事

に就く傾向があることも知られている。 Abelet a1. (2013)は南アフリカで年齢コホートごと

に平均賃金に差があることを明らかにした。とくに 16-20歳の賃金が極めて低いことが注

目される。この階層は短期・パートタイムの仕事についていたり、経験や教育水準の不足

から低賃金しか支払われていない。 2000年代後半、実質賃金水準は 51-60歳の年代を除く

すべての年代で明らかに下落したため、 1993年以降の実質賃金の増加は失われてしまったo

図1.3 南アフリカにおける年齢層別平均月給:1993-2008年
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1.2.6.労働市場の政策と制度:事例研究

アフリカ諸国は若年雇用問題に対して国によって異なる対応を取ってきた。この節の内

容は HinoandR姐 is(近刊)に収録された4カ国の事例研究に基づいている。

これらの事例研究はアフリカの雇用問題は国によってことある様相を呈しているが、他

方で共通する教司11も与えている。2つは経済成長率が高い国(エチオピアとガーナ)であり、

2つは経済成長率があまり高くない国(ケニアと南アフリカ)である。エチオピアは 2005

年から 2010年の問年平均 11%の経済成長を実現した。エチオピアとケニアは低所得国で、

ガーナは 2006年に低位中所得国の仲間入りをし、南アフリカは上位中所得国に分類されて

いる。ケニアは国民の 46%が貧困線以下の生活をする貧困率が高い国である(エチオピア

30%、ガーナ29%、南アフリカ 23%)，4カ国の人口の合許はサプサハラ・アフリカの 23%

に相当する。

国ごとの違いは大きい。エチオピアは概ね農業経済である。男性の労働参加率は世界最

高水準で、ほとんどはインフォーマルな農業の自営業者だ。失業率は低く、都市部に限ら

れている。中心的な都市でフォーマルな労働市場が成長している傾向はあるが、都市人口

は全人口の 16%にすぎない。一方、不完全就業状態は多くみられ、失業よりも政策対象と

して重要である。 Pageet a1. (2013)によれば、エチオピアの不完全就業問題は、農村の貧困

層が土地を持っていないことや、 15年間着実に経済成長を続けているにもかかわらず、経

済の構造変化が起こっていないことと関連している。タンザニア、ルワンダ、シエラレオ

ネ、ウガンダなどのアフリカの他の農業経済固と比較すると、エチオピアの開発政策は農

業主導の発展にフォーカスを充ててきたことが、特筆すべき点と言える。アフリカでは伝

統的に都市の中間層を優遇する傾向があるが、エチオピアはそれを避けて製造業や輸出志
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向の産業の発展を制限してきた。

ガーナも経済が持続的な高成長を経験してきた国の一つであるが(1992年以降の経済成

長率は年平均 7%) 、雇用は同程度の高い成長率を示してきていない(同期間では 2~5%成

長)0Aty，田teyet al. (2013)は、この現象の原因は、経済の中で、農業や製造業などの労働集

約的部門の相対的シェアが減退していて、鉱業、金融、保険、事業所サービス、輸送、倉

庫、通信、などの業種が支配的になっていることにあると見ている。エチオピアと同じよ

うに、ガーナでは雇用全体の 86%を占める巨大なインフォーマル部門がある。しかし、エ

チオピアとは異なり、農業は雇用全体の 42%を占めるにとどまり、サービスが 43%、製造

業が 15%を有する。ガーナでは都市人口のシェアがエチオヒーアよりも大きく、失業率も高

い。中等・高等レベルの高い教育を受けた青年に失業が広がっているのが最近の傾向で、

中等教育修了者の失業率は 15%、高等教育修了者の失業率は 33%にのぼる。彼らはインフ

ォーマル部門で就業するのを拒んでいるが、フォーマルな雇用を得ることはできない。

ケニアは相対的に高い失業率を示す一方で(平均 15%、青年では 24%)、インフォーマ

ル部門の不完全就業が雇用全体の 80%を占めるほどに拡大している。ガーナの事例と対照

的に、ケニアでは教育水準が高い人がインフォーマル部門で雇用を得る確率が高く、労働

時間も長くなっている。ガーナやエチオピアではインフォーマル部門が働く意欲を持つ余

剰労働力を吸収しているが、ケニアの事例研究はインフォーマル部門の雇用では初等教育

以下の教育し受けていない人よりも高い水準の教育を受けた人のほうが採用されるという

ように教育によるセレクションが働いていることを明らかにしている。

Abe1 et al. (2013)では、南アフリカにおける失業問題が議論されている。経済成長率はあ

まり高くなく(年平均 3.3%)、農業、鉱業、労働集約的製造業が縮小し、一方で労働参加

率が急速に上昇しているために(特に技能水準が低い黒人女性)、狭義の失業率は 1994年

に13%であったのが、 2011年に 25%に上昇している。他の発展途上国や中所得固と比較す

ると、南アフリカでは自営業者が少なく、労働供給はフォーマルな労働市場に向かってい

る。新規の労働参入が大量に起こっているにもかかわらず、労働組合の力が強いために賃

金の下落が妨げられている。失業者の 4人中 3人は南アフリカにおける若年層の公式定義

である 34歳以下である。南アフリカにおける生活保障のための所得移転については評価が

分かれている。所得移転はアバルトヘイト以後の貧困削減の主要因(ただし教育や雇用創

出に与えた影響は小さかった)の一つで、雇用機会を求める人口移動を可能にする役割を

果たしてきたかもしれない。所得移転は求職活動にマイナスの影響を与えているかもしれ

ない。

国別事例研究は共通の課題を浮き上がらせている。

第 1に、サプサハラ・アフリカにおける経済成長は過去 10年力強さを見せてきたが、主

としてサービス部門(金融、保険、通信)と鉱業に牽引されてきた。これらの産業は農業、

製造業、観光業と比較すると資本集約的である。 Pageet al. (2003)が強調するように、 2004

年から 2008年の問、北部アフリカとサブサハラ・アフリカに、世界で最も労働集約的な経

済成長を示した国がある。経済成長の雇用成長弾力性は北アフリカ諸国で 0.7、サブサハラ・

アフリカで 0.5であった (AtDB2012)。世界平均は 0.3であり、東アジアで 0.2、アラブ・

中東諸国で 0.9であった(Kapsos，2005)。しかし、アフリカでは経済成長率と経済成長の労

働集約性の聞に強い負の相関関係がある(図 2.8)この地域で最も高い経済成長が起こった
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国(エチオピア、ルワンダ、タンザニア、ウガンダ)では経済成長に対する雇用創出の弾

力性が最も低かった。

4つの国別事例研究は、戦略的に労働集約的部門にこれまで以上に投資することを求めて

いる。これは労働市場政策ではないが、長期的に労働需要を高めるための中心的政策とな

る。南アフリカの自動車産業を例外とすると、アフリカで労働集約的な製造業を育成する

ことに成功した産業政策の成功例はほとんどない。不完全就業状態あるいは失業している

若者にフォーマルな良質の雇用を創出することは非常に困難で、労働市場政策だけでは解

決できないロ

南アフリカの状況を除くと、インフォーマル部門の雇用が全体の 80%を占める状況で労

働市場の規制が与える影響は限定的である。どの国も、なんらかの能動的な労働市場政策

(公共事業、中小企業支援、能力開発プログラム)を実施しているが、いずれも政策の幅

広さと深さを欠いている。

1.2.7.要約

アフリカの労働市場の全体像を描き出すためには、我々は労働参加、雇用、失業の統計

を十分に持ち合わせていない。

インフォーマル部門とフォーマル部門両方にわたるすべての賃金労働と自営業の活動を

含むものとして労働市場を広義に定義し、この節ではアフリカ諸国に共通の問題と国別の

特殊性を明らかにした。いくつかの例外はあるが、アフリカではインフォーマル部門で賃

金を得ないで働く雇用が幅広く広がっており、その多くは農村地域に見られる。これらの

仕事は生産性が低く、不完全就業の状態と考えてよい。彼らはもし機会が与えられれば他

の活動においてより高い生産性を発揮することができる。不完全就業問題に加えて、特に

若者と女性について、失業が新たな問題として浮上している。不完全就業者の生産性を上

げることができる戦略を見つけ、ショックに脆弱な人々の失業リスクへの対策を考えるこ

とが、アフリカの労働市場における課題である。

1. 3. 労働市場政策の証例

1. 3. 1.青年を対象とした政策

この節ではアフリカの青年を対象として、学校から仕事への移行を改善するような証例

をレビューする。 WorldDevelopment Report2007 年版 (Wネクスト・ジェネレーション~)に

倣って、学校から仕事への移行を改善する方策として以下の 3つを検討する。

- あまりにも早すぎる学校から仕事への移行を防止する。幼児から 10代前半にかけての

子どもが未熟なままフルタイムで働くと搾取の対象になりやすい。低年齢の就業は多

様な仕事につくための知識の習得を妨げることになる。アフリカで一般的な、インフ

ォーマル部門で賃金を得ない雇用につくとオンザジョブトレーニングの機会がないの

で、労働市場参入以前に技能習得の機会が失われることは取り返しがつかない。・労働市場に食い込む。あらゆる社会において、独立した生計を立てるということは容

易ではない。機会を聞く鍵が、仕事の経験、仕事に関連する技能、借入返済の経歴な
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どに見られる各人の履歴であるからだ。よって、若者の失業率が常に年長者より高い

ことは不思議なではない。

・新しい仕事に移り、技能の階段を上る。とくに貧しい固では、若者は怠け者ではない。

彼らは働いているが収入が少ないのだ。より高い賃金を得るために転職したりフォー

マルな仕事に就くことは技能の階段を上がる方法の一つだ。しかし、あまりにも多く

の人々にとって、最初の仕事が最後の仕事になってしまっており、オンザジョブで技

能を習得できるようになれば、働き始める障壁を緩め、労働移動もしやすくなる。

これらの行動のすべてが労働市場政策の範曜にきっちり当てはまるわけではない。我々

のレビューは労働市場政策のミクロ経済学的証左の検討を中心に行う。ただし、ミクロ的

結果が経済の安定性、成長、あらゆる年齢および民族集団の包摂的参加を目指すマクロ的

介入と切り離すことはできないことは念頭に置かなければならない。前出の産業政策に関

する議論はその一例である。別の例として、経済を自由貿易に開放することが若者に有利

なマクロ的介入がある (WorldBank 2007)。

1. 3. 2.働ける人材:労働市場参入と人的資源

1.2節で議論したように4カ国の事例研究は、教育政策の改善が、労働市場がよりよく機

能するための、十分ではなくとも必要な条件であることを示している。

クロスカントリー分析により認知能力と経済成長の聞に明らかな相関関係があることが

知られている (Hanushek阻 dWo田 sman.2008)。このことは青年の人的資本を強化すること

が良好な労働市場政策の前提条件になることを示唆している。

Be白血dand Creponο013)が主張したように、労働力の技能を向上させることは、仕事を

探している人々の潜在的生産性を上昇させて、労働者の限界生産性を最低賃金以上に引き

上げることになり、フォーマル経済の労働需要に見られる制約の一部を解除することがで

きる。教育を改善すれば、インフォーマル部門で自営業に従事する若者が新しい製品につ

ながる良い考えや、彼らのビジネスをもっとうまく経営する方法を発想できるようになり、

さらには追加で労働者を雇用する必要を生み出す。教育水準が高い労働力を獲得しやすい

となれば、各産業でダイナミズムと競争を促進する効果があり、経済成長と雇用創出の原

動力となる。さらに、教育水準が高まれば、意識が高まって事情を把握した人々が、アフ

リカ諸国で観察される構造的に低い水準の労働需要をもたらしている一連の政策や習慣を

変えるように要求するだろう。

国民が技能を身につけ人的資本を身につけることの社会的収益は個人の私的収益を上回

る。そのため社会的に最適な水準よりも過小な投資に留まってしまう。まさにこれは、過

去最大の数の青年が初等教育を修了し身につけた教育を生産的に利用すべき状況にあるア

フリカのケースである。彼らの多くが貧しい家庭の出身で、彼らの両親の教育水準が低い

ために、彼らは厳しい信用制約と情報不完全性による制約に直面し、不利な社会的規範に

向き合わなければならない。良い雇用が民族、部族、家族をベ}スに決められるのであれ

ば、彼らが将来良い雇用にたどり着けるかどうかは極めて不確かだ。

1.3.2.1. 早期着手の高い収益性

人的資本の形成には時聞がかかり、生まれた直後から基礎的な知覚機能と非認知機能を身
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につけるようになる。乳児期の機能形成がその後の学力向上と労働市場の成果に大きな持

続的影響を持つことに関して明白な証拠があるので、初期の投資は特に重要だ。このよう

な機能が乳児期に養われなければ成長してから補強するのは非常に難しくはるかにコスト

がかかる。

産科医サービスへのアクセスを改善してパースコントロールの機会を与え、新生児の健

康を増進するとともに、健康や食事の改善を含む良い政策を実施しなければならない。栄

養不全はアフリカで広範に見られる問題で、子供たちの学習能力を厳しく制限してしまっ

ている。ナイジエリアでは鉄分や葉酸のサプリメントに予算を付けており、ケニアでは学

童い虫下しの薬を配っている。南アフリカの学童たちには、様々な栄養分を強化したスナ

ック菓子や飲み物が与えられている。タンザニアで行われている子宮内へのヨウ素補給は、

いずれも認知機能を十分に高め、学校での成績、労働市場参加にプラスの働きをすること

が分かっている(詳細は De1s1e，Chan企a-Mouli阻 dBenoist， 2000を参照)。

1.3.2.2. 質が伴った教育

アフリカ各国で初等教育に入学する子供の数は過去最大規模に増加している。しかし、

教育の質の改善は遅れており、多くの子どもたちは学校でほとんど学んでいない。

現在の学校教育システムはカリキュラムの内容が適切でなく、勉強が遅れている子供の

教育ニーズを満たすことができず、良い教育を与えていない。基礎的な技能を習得せずに

進級させてしまうので、授業の内容が理解できずに放置されている状況だ。授業について

いくために必要な基礎的な読み書き・計算を習得していない子供たちに対して、教員や教

科書の量を増やし、教員や生徒にインセンティブを与えて、一般的な学校の質を高めるこ

とが必ずしも助けにならないことを示す明白な証拠がある。いくつかのアフリカの国で、

教員の欠勤を抑制することや補習儒教プログラム実施することが期待できる効果を持つこ

とが示されている (J-P，屯Lホームページ)。

多くの固では、教育の収益性は初等・中等教育を修了した後で顕著になる。たとえば、

南アフリカでは初等教育卒業あるいはそれ以下の学歴の 20-34歳の集団は、 15-20年の就

業歴があっても、失業率は 48%である。ところが、中等教育を受けていてマトロック(大

学受験資格)を有していない 30-34歳の集団では失業は3人のうち 1人になる。マトリッ

クを有していれば失業率は 5人に 1人、大学卒業であれば 12%に下がる。最近の Bransonet

a1 (2012)の研究によれば、世代特有の影響を抜きに説明できない。

制服や奨学金を支給するプログラムは初等・中等教育修了時に教育を中断してしまうこ

とを防止する効果がある。たとえば、マラウイで実施された条件付き現金給付プログラム

は 13歳-22歳の女子が就学を継続、あるいはドロップアワトした人が復学するインセンテ

イブとなり、一度ドロップアウトした人が再び就学した比率を 2.5倍に上昇させ、ドロップ

アウトの発生率を半分にした。

1. 3. 3.自営業:飛び石か、わなか

多くのアフリカ諸国でインフオ}マル部門と自営業が重要であることを鑑みると、これ

らの労働者や事業者が成長し成功する能力を妨げる固有の要因を議論しなければならない。

これらの事業者の圧倒的多数は他に従業員がいない個人事業者で、貧困から抜け出すため
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のたったひとつの道は、インフォーマル部門で培った自らの経験を活かして自分の事業を

成長させ、フォーマル部門の雇用への飛び石にするか、十分な資産を生み出して、より利

潤が上がる別のフォーマルなビジネスを始めることだ。

1.3.3.1. ビジネスを育てる

零細企業の大部分はビジネスを大きくしようと努力していない。あくまでも自営業で

日々の生活の糧を得る手段としての活動に留まっている。各国データのクロスセクション

分析で貧しい家計と中間所得層家計を比較した臥姐oand B血吋田 (2010)によると、中間所

得層の就業パターンは低所得層のそれと、いくらかの顕著な違いはあるものの、驚くほど

似ている。

農村地域では公共部門に雇用されて賃金所得を得ていればおおむね中間所得層であるが、

土地を持って自分の事業を営んでいる場合には、容易に貧困層と中間所得層は識別できな

い。ただし、農村で自営していても、非農業であればおおむね中間所得層であり、農業で

あれば貧困層のシェアが支配的である

都市部では、一般的な就業ノ4ターンは貧困層と中間所得層で実に似通っている。零細な

自営事業者が雇用する家族以外の従業員の数はほぼ同じである(平均 0.5人から l人)。中

間所得層の事業資産は貧困層の事業者のそれと大きな差は無く、専門性の程度も変わらな

い。このような事業は家族の中に他に安定的な賃金収入を得ている人がいる女性が経営し

ている傾向がある。

企業は資本不足の状態にあるわけであるが、中間所得層のビジネスであっても、信用市

場へのアクセスが改善したとしても、より大きなビジネスに成長してゆくポテンシヤルは

ない。Dufloand BaneIjee (2010)が指摘しているように、ビジネスが育ってゆくためのハード

ルは高く、中間所得層(一日の所得を 4 ドル~10 ドルと定義)の事業主でも投資する余裕

はない。成長のポテンシャルがない貧困層や中間所得層の事業体を対象にして融資や経営

能力開発トレーニングを供与しても、大きなプラスの効呆を持たないかもしれない。

1.3.3.2. マイクロファイナンスとビジネスサポートを提供する

融資へのアクセスを拡大することは、理論的には、若者が小規模ビジネスを起業し、あ

るいは維持するために必要な、資本と労働の投入に投資することを可能にする。売り上げ

から上がる利益は融資の返済や将来の投資に向けることが可能になる。マイクロクレジッ

トはフォーマル部門を支援し、それがさらに自らへの需要を作り出すというように、低位

にある需要に直接働きかけることができる政策である。

マクロファイナンスは発展途上国で盛んに研究されているが、アフリカの若者への効果

を特定に対象としたランダム化実験はほとんど行われていない。 B町甘岨d岨 dα句岨 (2013)

は最先端の研究成果から、マイクロファイナンスが労働や企業開発に与えた影響ははっき

りしない、と述べている。

Tea1 (2000)が主張しているように、企業の専門性の欠如が真の経済発展の障害になってい

るアフリカでは、これは驚くべきことではない。成長ポテンシャルがある家業に投資でき

るような家計はマイクロファイナンスは必要ではないし、自営零細企業を興すよりももっ

と高い収入を得られる雇用を得ているかもしれない。階層化された社会では、社会的ネッ
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トワークの影響で新規に起業することを妨げてしまう。貧困層や中間所得層の家計にとっ

て、彼らの子どもの健康を改善しより良い教育を受けるようにするほうがビジネスを育て

るよりも良い投資だといえよう。

1.3.3.3. インフォーマル部門を支援する

インフォーマル部門の不安定性の特徴の一つは、アフリカ諸国において私的所有権を保

護する制度が弱いことにある。 B田 eley(1995)がガーナにおいて土地の所有権を与えた結果

農業の生産成果向上したことを示したことからわかるように、零細企業の私的所有権を強

化することは所得を促進し、生産性を高めることにつながる。 Field(2007)によれば、ベルー

の都市部で土地の所有権を明確化したところ、 1 人あ当たりの労働時聞が 13.5~23.3時間増

加して著しい成長につながったo これらの結果を総合すると、企業は今の場所から追い出

される恐れから公式の手続きにより守られると、より多くの投資をするように刺激される

ことがわかる。

そのような政策は単に企業をE式に登記するように促す以上のことをする必要がある。

De Mel et a1 (2012)がスリランカで行った、企業に情報を与えて、登記に必要な費用を払い戻

す実験の結果は、企業登記を増やす効呆がなかったことを示している。情報を与えるとと

もに約 2カ月分の利益に相当するインセンティブを支払ったところ、登記が急増したこと

も示している。インセンティブを支払うと約半分の企業が登記を行ったが、正規化しでも

企業は、融資へのアクセス化が改善したり、政府調達の契約を獲得したり、政府のプログ

ラムに参加したりといった、利益を得ることができなかった。論文の著者たちは正規化す

ることで企業の政府に対する信頼は増したと結論付けている。正規化で一般的な利益を得

たという証拠はあるが、正規化をアフリカのインフォーマル部門でどのように進めるのが

最も良いかは明らかでない。そのようなプログラムの鍵になるのは、私的所有権を保証す

る努力に違いない。

インフォーマル部門の企業が成長するには、従業員を雇用するように促すことである。

融資へのアクセスが限られており、情報も不十分である中で、企業は雇用を一人増やすこ

とによる限界生産性が市場賃金より高いとしても、従業員を増やすことは不可能である。

De Mel et a1 (2010)は、スリランカで技能水準が低い労働者を雇用するコストの約半分にあた

る賃金補助を支給したところ、 22%の対象零細企業オーナーが従業員を増やしたと報告し

ている。新規に採用した企業のうち、 64%の企業オーナーは賃金を支払って従業員を雇っ

たのは初めてだと答えており、 86%は補助金が無くなっても従業員を雇用し続けると答えて

いる。従業員を雇った結果、売り上げ期待額は 25%増加した。論文の筆者たちは、この期

待が実現すると、企業のサイズと生産性に長期的な効果を持っと述べている。若年労働者

の雇用に補助金を与えるプログラムは、実証的に検証されてはいないが、ガーナのインフ

ォーマル部門でパイロット的に実施され、評価されている。しかし、このようなプログラ

ムの最良のデザインを理解するためには、より多くの研究が必要だ。

1. 3. 4.農村経済を育てる

すでにアフリカでは 3分の 2以上の労働力が農業に従事しており、多数の女性が自給用

の農耕を営んでいることを強調した。都市から遠い農村で育って、人生の機会を切り開く
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ことができる中等教育に進むための教育を受けておらず、親方に弟子入したり、一時雇用

のため都市に出たりするための親族ネットワークや資金的余裕のない若者には、農業が残

された唯一の選択肢である。農業は重労働であり、進んで選択する仕事ではなく、必要に

迫られてする仕事だ。

さらに、アフリカはまだ「緑の革命」の思恵を受けておらず、技術進歩が生産性や効率

性を改善させた実績がない。アフリカの農業の生産性と収益性を上昇させる可能性がある

技術が多く開発されたが、実際に適用されてきていない。技術の適用を妨げている要因が

多くあり、この障壁を乗り越える方法をテストする厳密な研究がおこなわれている。

このような研究の多くは新しい技術の適用に焦点を当てている。焦点を当てる対象は幅

広いものであり、ノレワンダのコーヒー農家を対象にした技術訓練や情報伝達のプログラム

(Duflo， Ke幽t岨， and Suri)、社会的ネットワークに情報を伝達するプログラム(Be阻 latlet 

札)、農家の肥料使用へのインセンティブ(Duflo，Kr由民 and Rohinson， 2010)、ガーナにお

ける天候保険(Karl血血Udry)、シエラレオネにおける融資へのアクセスと貯蔵施設の利用

促進 (C副 ahuri，Gl四 n悶 t町，阻 Suri)などがある。

輸出市場はより多くの利益が期待できるにもかからず、多くの農家が自家消費用の作物

だけを栽培しているか、地元の市場にしか供給していない。ケニアで実施した RCT(ラン

ダム化比較試験)に参加したケニアの農家は、貯蓄の管理、輸送サーピス、輸出業者の紹

介といったサービスを提供されたところ、プログラム開始後 1年で初めて輸出作物を生産

する農家の所得が 32%増加した。しかし、その後農家は EUの新たな品質基準に適合でき

ずに、ローン返済不能に陥り、地元市場に供給するだけの生産に逆戻りしてしまった。こ

の失敗ケースは小規模農家が輸出市場に向けて生産するときのリスクの高さを象徴してい

る (Ashaf，Gine， and Karlan 2009)。

1. 3. 5.労働市場に参入する

求職活動とは状況によって様々な意味を持つ。農業が支配的な経済では、ほとんどの家

計は都市以外に住み、自営業を営む傍ら、補助的な所得を出稼ぎや一時雇用で得ている。

彼らは居住地での生産と季節的出稼ぎのほか、家族構成員の一部を都市部に送って仕事に

就かせて送金させるなど、さまざまな選択肢を組み合わせて、労働供給を最適化する。都

市における移住者と貧困層が直面する問題は農村人口とは異なる。彼らは労働の季節性に

影響されず、より安定した収益性が高い経済機会に足場を得ることが大問題だ。

1.3.5.1. 求職活動の空間的障害

フォーマルな雇用機会はほとんど都市中心部にしかなく、若い求職者にとってそのよう

な場所は高すぎて住むことができず、仕事の機会を求めて旅行しなければならない。仕事

までの距離が遠いと雇用されるためのコストが増大する。雇用機会がある地域への交通費

が高い場合は仕事を探す便益をコストが上回る。雇用機会がある地域の近くに引っ越す費

用が高いことやインフォーマルな労働市場で自営業の機会を探すための距離が遠すぎるこ

とは、失業者が活発に求職活動をすることが妨げられる。多くのアフリカの都市で生活費

が高いことは労働市場をより柔軟にする阻害要因となっている。

たとえば、南アフリカでは平均的な地方の町から最も近い中心市街地区までの距離は
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28kmある。この空間的分離は、交通費や移動にかかる時間の点から、求職活動のコストを

高めている。 NIDSのデータによれば、雇用されている人はひと月当たり 215ランド(約 30

米ドルで平均手取り賃金の 7%)を通勤費で使う (NIDS2009)。積極的に求職活動を行って

いる失業者が調査時の前の週に使った求職活動のための交通費は 106ランドだった。この

交通費の主な出所は、同居している家族の所得 (80%)、貯蓄(n%)、友人 (7%)であっ

た(N1DS2009)。

どのように農村部のインフォーマル労働市場を改善すれば良いか、ほとんど証拠は無い。

政策と研究において、インフォーマル労働市場はフォーマルな労働市場の状況を整えて初

めて無くなる問題だと考えられがちである。

室要している若者は転居のための貯蓄を形成する時間的余裕がなく、しばしば小さい子

供を抱えている。Ardingtonet al. (2009)の研究によれば、南アフリカ農村部の多世代家庭は

信用制約を緩和すると、働き盛りの年代の労働者が移住して就職する傾向が強くなる。こ

のような分析結果はアフリカ以外の発展途上国でも当てはまり Bryanet al (2012)はパングラ

デシュで季節的に飢餓が襲ってきたときに他の地域で仕事を探すことにインセンティブを

当たると、移住が増加することを見出している。彼らの研究は不安定性に直面した時に追

加的収入があると、移住して仕事を探すなどさせる余裕がない家計でも移住が可能になる。

既存の研究は、移住を妨げる信用制約が貯蓄や現金移転で緩和されると、労働の配分を

改善し、労働の供給と需要の聞に存在する空間的ミスマッチに対処することができること

を示している。そのようなミスマッチに対応する他の政策についても研究しなければなら

ない。公共交通機関へのアクセスを改善することや道路インフラの改善、交通補助金、な

ども考慮されてよい。

1.3.5.2. 求職活動とマッチング

求職者が彼らが持っている技能と必要とされる技能の情報交換ができなければ、求人が

ある状況でも失業は存在する。正規の求人プロセスするケースは少なく、公共部門以外の

仕事の大部分や民間大企業の仕事の採用は親族や社会的ネットワークのコネで決まってし

まう。

若者と雇用者はどちらも大きな情報の壁に直面している。フォーマル部門の企業は求人

を埋めるのに苦労している。たとえば、エジプトでは 150万人の若者が失業しているにも

かかわらずフォーマル部門の求人の 60万人分が埋まっていない(AfDBet al. 2012)。失業し

た若者はどのようなタイプの仕事があるのか、企業側はどのような技能を求めているのか

について、情報を持っていないため、労働市場に出る準備ができていない (AtDBet a12012， 

van Eekelen， de Luca， and Ismai1 2001)。情報バリアも若者の就職活動を支援するためのプロ

グラムに参加することを妨げている。エジプトで実施された大規模調査によると、失業者

を支援するプロジェクトを知っていると答えた人は 18%しかいなかった (vanEekelen， de 

Luca， and Ismai¥ 2001) 0 

労働市場に関する情報へのアクセスを改善することを目的とした介入は、特に企業と労

働者の聞に空間的にも社会的にもミスマッチがある場合に、若者が労働市場に円滑に参入

する助けになる。若者に賃金、必要な技能、雇用とトレーニングの機会について情報を与

えることは労働市場への参入を促進するだろう。たとえば携帯電話がこれだけ普及してい
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るのであるから、情報システムが改善すれば、遠隔地に住んでいる求職者にも求人情報を

提供することができる。この分野については労働市場新規参入者と労働市場参加者に対し

て情報バリアとなっている要因を減じるために効果的な政策を特定化するための証例をさ

らに集める必要がある。

雇用者と若者の間で情報の流れを促進するための適切な労働市場制度を整備することは、

このような観点から重要な支援策となりうる。公的な雇用促進サービスは現在 23のアフリ

カ諸国に存在するにとどまっており、せいぜいフォーマルな労働市場で求職中の若者の半

分をカパーしているにすぎない。モロツコでは公的な雇用促進サービスは登録者の 9%にし

か雇用を提供できていない。アルジエリアでもわずか 11%であった(AillBet al. 2012)。

求人広告の必要条件が法制化されている南アフリカでは、全国求職渚データベースに登

録されている人数は日x人に上る。そのような状況でも、インフォーマルなネットワーク

を使って求職活動をするのが最も使われる手段であり、そのほかには企業を個別に回った

り、集団就職面接会で履歴書を提出するといった方法をとるしかない (Nob1eet a1. 2008)。

このような手段は求職活動のネットワークカが弱い労働市場新規参入者が採る方法である。

サーチコスト、不完全情報、経歴が不足している若者に対する雇用者の偏見など、多数

の要因があり、求職活動を効果的に行うことができない。

1.3.5.3. 留保賃金と公的部門の賃金バイアス

情報の問題が現われるもう一つの現象は、留保賃金である。とくにいくつかのアフリカ

諸国では、若者、特に教育歴の高い者の問で、非常に高い留保賃金を示す傾向があり、そ

のために働き始めるのを遅らせるようになっている。構造推定モデルを用いて研究した

Levinsohn阻 dPugatch (2009)は南アフリカのケープタウンにおいて教育水準が高い若者は自

分自身の労働者としての価値を、雇用者が評価するよりも高く考える傾向があるので、彼

らの留保賃金が実際に提示される賃金よりも高ければ、失業した状態でいることを選ぶこ

とを明らかにした。間違いなく、このような若者に対して同レベルの人がどれくらいの賃

金を得ているか、正確な情報を与えれば留保賃金を下方に修正し、不必要に求職活動を長

引かせる事態を避けることができる。

若者が留保賃金を上方に過大に設定する原因の一つは、公的部門と民間部門の賃金差に

ある。チュニジアでは大卒の雇用は行政職が中心である。どれだけの求人が公的部門にあ

るかは、予算配分に依存する。近年はおしなべて減少傾向にある。大卒の若者は期待を下

回る仕事に満足するよりも、しばしば公共部門のステータスが高い仕事に就職する機会を

待って失業状態を続ける (S旬mp凶阻dVerdi町ーChouch叩 .e2011) 0 Bou白rbat(2005)は労働供

給データを用いて構造推定をした結果、モロツコの高学歴者に見られる高い失業率移管し

て同じような結論に達した。モロツコでは低学歴の人々の失業率が 5.6%であるのに対して、

大卒の失業率は 32.2%に上る。彼は、チュニジアのケースと同様に、大卒は公的部門の雇

用が少なくなっているのにもかかわらず公的部門への就職をはるかに強く望んでいること

を明らかにした。公的部門左民間部門の賃金差が拡大すると大卒の失業継続期聞が延仲す

るのである。

マクロレベルでは、このことは公的部門の賃金の高さ労働供給の重心を公的部門に歪め

ていることを意味する。北部アフリカや南部アフリカでは、民間部門の就業経験を創出す
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るよりも、青年が賃金が高い公的部門の就職機会を待つインセンティブを減じることのほ

うが労働市場によりダイナミズムをもたらすかもしれない。ミクロレベルでは、若い高学

歴者に公的部門への就業期待をリセットさせるような情報宣伝活動がとくに有効だろう。

そのような情報宣伝活動は留保賃金を下方に修正させることができる。

1. 3. 6.労働需要はどうなっているのかっ

1.3.6.1. 労働市場規制

アフリカで行われている強い労働市場規制は既に雇用されている労働者(大半が大人の

労働者)を保護し、新規参入者(大多数が若年層)を犠牲にしている。労働契約の長さ、

従業員を採用したり解雇したりするコスト、労働契約を終了させる際に必要な法的手続き、

これらすべてが雇用される数と労働者のタイプに著しい影響を与えている (AtDBet a1 

2012)。このような規制はフォーマル部門で雇用されている人々を守っているが、他方で従

業員を採用したり解雇したりするコストが高いことでより生産性が高い労働者を新規に雇

用するよりも非効率でもすでに雇用している人を雇い続けようとする傾向を強め、労働市

場の流動性を減じている。解雇の費用が高いことにより、雇用者はリスクが高い応募者を

採用しないように恩わせている。こうして遠ざけられる集団の大多数を構成しているのが

若年層である。

Bertr阻 dand Crepon (2013)が指摘した通り、アフリカにおいて労働市場規制が若年層雇用

にどのような影響を与えているかを分析した研究は少ない。しかし、数カ国の事例研究か

ら得られた結果が示すところによると、労働市場規制は常に常勤雇用を抑制する働きをし

ている。アフリカにおいては、Magruder(2011)の研究によれば、南アフリカでは労働者が組

織化した企業で締結された労使合意を中小企業にも適用したところ、中小企業やスタート

アップ企業で雇用が減少した。国際的な事例研究の中で、スベインで解雇のコストを引き

下げたところ、年長の労働者の雇用を減らすことになったが、若年層の雇用を拡大する効

果があった (Kugler，Jimeno， and Hernanz 2005)。企業が退職金支払いのために新しいスタッ

フを採用しなくなったのであれば、社会的セーフティネットの拡充(政府が支払う失業保

険など)によって、企業へのぷ列車が少なくなり、労働市場の流動性が高まる。

労働市場規制の影響が若者にとくに負担を強いることになっているとすれば、どのよう

な方策が有効かを判じる有力な証拠はまだ得られていないし、この問題をアフリカを事例

に探究した研究はほとんどない。臨時雇用契約を制度化すれば若者が常勤雇用を得る確率

が上がるのか。労働参加を長期化するには、他に何か良い方法があるか。若年層の労働市

場規制を緩和する経済的な結果に長期的に良い結果が得られるか。幅広い状況の下で多様

な調査方法を使ってこのような課題を研究する必要がある。

1.3.6.2. 雇用補助金

定義により、若年労働者は年長の労働者よりも経験が少なく、採用を考えてくれている

雇用者に対して自分の生産性を伝える能力に劣っているo 彼らがこのような不利な条件を

認識していれば、フルタイムの仕事に就くために、低い賃金のオファーを進んで受け入れ

るだろう。しかし、最低賃金規制や、団体交渉による労使協定や強力な労働組合などの様々
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な要因による賃金の硬直性は、最低賃金よりも低賃金水準で雇用されるはずの若者がフォ

ーマルな労働市場に三有することを妨げている。これらの規制は労働需要に構造的な障壁

を築いており、若者たちに特に負担を強いる死重的損失を招いている (F田 em岨姐dFreem血

1991)。このような非効率性に対処する政策として、若者を対象にした別の最低賃金を設定

することや、雇用への課税の引き下げ、若者を雇用した企業への補助金支給、若者が生産

性を伝えやすくする情報障壁対策などがある。

Bertr姐 d阻 dCrepon (2013)が雇用補助金に関して既存研究で明らかになった証例をレピュ

ーしたところによると、企業が雇用する若者をスクリーニングし、指導し、トレーニング

する費用やよりシニアの候補者ではなく若者を雇用することで生じる生産性の損失を補て

んする目的であっても、雇用補助金政策は実施が困難で若者が安定した仕事を長期に得る

ための助けにあまりなっていないことが明らかになっている。

雇用補助金のこれ以外の影響も非常に重要だと言えるだろう。マイナスの効果として、

賃金を補助するプログラムは、新規の若い労働者への需要が既に雇われている労働者にと

って代わるだけだったというヨルダンの事例がある。プラスの側面として、 Betch佃姐，

Daysa1. and Pages (2010)のトルコに関する研究は、補助金政策がインフォーマルな雇用のフ

ォーマル化を促す効果があったことを示している。補助金が新規の雇用を生み出さないと

しても、フォーマノレな民間部門の競争を促して、フォーマル部門の被雇用者の間で競争を

強める効果がある。

融資へのアクセスや政府の思典措置へのアクセスが改善するので、フォーマルな企業は

インフォーマルな企業よりも速いスピードで成長する。

1.3.6.3. 雇用提供プログラム

雇用提供プログラムとは財政資金を用いて雇用機会(低賃金の一時雇用)を創出するも

ので、経済的・社会的なインフラストラクチャーの建設に労働者を雇用することが一般的

得ある。たとえば濯瓶施設や排水施設の建設、農地保全、道路建設、建造物の再建などが

行われる。このような雇用機会を提供することによって若者がフォーマルあるいはインフ

ォーマルな就労につながる労働経験を積むことができる。加えて、地域インフラが整備さ

れて雇用が創出されたり農村コミュニティが基礎的な社会サービスにアクセスできるよう

になる便益もある。雇用提供プログラムは生活支援を最も必要としている集団に保護を与

える方法の一つでもある。

アフリカの経験を含む過去の研究は雇用提供プログラムの良い点と問題点を指摘してい

る。良い面として、リベリアの雇用提供プログラムの事前・事後評価はプロジェクトによ

って整備されたインフラの効果をあげている。たとえば、貧困線に対する貧困ギャップが

縮小したとしている。ソフトスキルが改善し周辺のコミュニティにも恩恵が及んだ。短期

的にはプログラムが参加者に 1ドルの所得を与えるコストは1.96ドルかかっている。しか

しこの推計は、インフラの改善がもたらす市場活動や参加者の将来の労働市場における成

功などの便益を無視している。Andrewset al. (2011)の研究はプログラムがその他の仕事よ

りも女性への便益が大きかったと述べている。このプログラム長期的影響については今後

の研究成果を待たねばならない。

マイナスの点として、ケニアとボツワナに関するプログラム評価 (Teklu岨 dAsefa 1999) 
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と、南アフリカに関するプログラム評価 (Adaω 阻 Had伽d，2002)によれば、プログラムは

受益者を貧困家計にターゲットできておらず、一時的に生活を支える効果は認められると

しても、長期雇用につながる飛び石とはなりえていない(Kluve，201O;皿Betcherman，Oliv杭

血 d2004)。

雇用提供プログラムは一時的に雇用率を急速に改善する効果があるので政治的な魅力が

ある。したがって、このようなプログラムの費用対効果を高めることに資する厳密な研究

が緊急に求められている。アフリカのほとんどの国は、大規模な公共事業を実施する資金

がなく、小さなプログラムを貧しい周辺的なコミュニティで実施することは便利であるで

あるものの、規模の経済性が失われたプログラムは非常にコスト高なものとなる。このよ

うな計画のメリットは政治指導者に私物化されたり汚職の原因になったりしないことが必

要だ。

1.3.6.4. 職業訓練と学校・職場移行プログラム

職業訓練プログラムは技能のミスマッチに対処するものである。 Bぽ柱岨d阻 d

Crepon(2013)が示したように、アフリカ、とくに西アフリカと中央アフリカでは、強い社会

的・文化的ルーツによって、徒弟関係は若者の職業訓練の主な手段になっている。職業訓

練プログラムの効果について確かな証拠はまだ得られておらず、いくつかの試行的な評価

の結果はまだ定まっていない。 ドミニカ共和国で行われたランダム化比較試験では賃金を

上昇させる効果が検出されたが、その効果は長期的には消えてしまい、就職力 (emp1oyability)

を増加させる効果は見られなかった (Cardet al. 2011)。コロンピアで実施されたランダム化

比較試験 (A伽且asio，Kugler姐 dMeghir 2009)では、平均賃金を上昇させ就職カも増加した。

とくに女性にその効果は顕著であった。しかし、このプログラムでは職業訓練の他の内容

が含まれていたために、職業訓練の効果だけを取り出すことは難しい。

徒弟制の認証を出すという試みがベニンで行われた (AtDBet al. 2012)。これはインフォ

ーマルな職業訓練で獲得した技能を認められるようにして、情報の非対称性を是正するも

のである。南アフリカでは労働者はオンザジョブで得た技能で公式に資格を認定されるも

のでもないような技能について、習得した経歴の認証を受けることができる。主要な職業

について、技能レベルが低いものについても、必ず何らかの認証を受けることができるよ

うにすれば、青年たちが労働市場に足場を築こうとして転職を重ねるメリットを増やすこ

とができょう。

1. 3. 7.要約

アフリカにおける若年労働市場における現状について、ミクロ主体の行動に基づいた自

明でない証拠が得られているが、多国間で比較可能な証拠を集めることによって、どのよ

うなプログラムは機能し、どのようなプログラムは機能しないか、またプログラムのどの

ような項目が政策の成功に貢献したか、どのような各国固有の条件が政策が成功させたり

失敗させたりするかを精査することによって、政策提言は強化されるであろう。

アフリカは広大な大陸で国によって様々に固有な事情がある。トピックによっては研究

がしやすい固とそうでない国がある。 トピックによってはサブサハラ・アフリカのほうが

北部アフリカよりもはっきりした証拠が得られることがあり、その逆の場合もある。さら
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に、アフリカ以外の地域でしか研究されていない、若年雇用の改善に効呆が高いと考えら

れる事項もあり、アフリカの状況の下で厳密に研究される必要がある(たとえば、賃金補

助金プログラムや職業訓練プログラム)。最後に、この論文では重要な結論を述べているな

研究をすべて項目立てしてきたが、若年層に対象を特定化したものではない研究も多い。

技能の向上と人的資本の形成、若者の労働市場への移行の改善、労働需要の増加の 3つの

領域では、いっそう研究の進展が望まれる。

1.4. 結論と提冒

貧しい人々の主な資産は彼らの労働力であるとしばしば指摘される。社会保障制度が整

備されていない国では、労働市場が生産部門と家計の生計を結び付ける直接かつ主要なリ

ンクになっている。このことは、雇用創出がアフリカの開発アジェンダにおいて主役を演

じなければならないことを意味している。しかし、労働市場政策はいくつもの政策目標が

設定されて、それらが必ずしも相互補完的ではなく、負荷過大になりがちである。 Wor1d

Development Report 2013ではこの点が明らかで、雇用は「経済的・社会的発展につながるも

の」であり「個人の幸福、貧困削減、経済全般の生産性上昇、社会の団結、技能の獲得、

女性のエンパワメント、紛争後の社会の安定化にとって決定的に重要」と述べられている

(WorldB拙 2013)。

発展にとって雇用が重要な位置づけになるということを、労働政策や労働制度が重要な位

置づけにあると解釈すべきでは会い。 80%のアフリカ人は農民あるいは個人事業者で、フ

ォーマル部門の外に置かれている。賃金雇用の場合に関しでも、労働政策と労働制度が必

ずしも雇用創出の主たる阻害要因であるとは限らない。雇用創出のきっかけとなるのは経

済を成長させる政策や都市の機能を改善する政策、農民が適正な技術にアクセスでき実際

に適用できるようにする政策、企業が新しい輸出品を開発できるようにする政策であるか

もしれない。市場が少数の企業で占められていて新規参入が妨げられている場合(南アフ

リカのように)、競争政策も雇用創出戦略の一部になるであろう。

本章で議論した政策の中で、いくつかの優先事項をあげておきたい。

より良い健康状態のもとで学習と認知能力が発展することは、ミクロ経済主体について

の既存研究によりかなり明確で結論が出ている。幼年期の子どもについてこのことは特に

明らかで、その後の人生でその効果はいっそう大きなものとなる。もし、健康状態と技能

の獲得が補完的で人生の様々な局面で相互に依存するとすると、若者の健康状態を改善す

る政策は最も重視されなければならない。これ自体は労働市場政策ではないが、今後数十

年問、労働市場の結果が良好に現われるための前提条件となるだろう。同様に、女の子た

ちの就学期間を長期化するための介入は出生率を減らして、アフリカ諸国において過大と

なっている高い人口成長率を引き下げることにつながるだろう。

初等教育後の教育に関する証拠はまだ不十分である。教育の効果を示すミクロ経済主体

の証拠は明確であるが、多くの証拠は初等教育と中等教育後の教育に関するものである。

いくつかのアフリカ諸国、とくに北部アフリカ地域では大学卒の若者が高水準の失業率に

直面しており、教育に関する研究は中等教育と中等教育後の教育がどのように機能してい

るか、中等教育を終えた者の技能と労働市場で今必要とされている技能が(ミス)マッチ
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しているか、を研究すべきだ。

若者の技能を労働市場のニーズに合わせるのは職業訓練校の役割であるが、このような

学校がどの程度の供給を果たしているか、あるいはそれらへのアクセスやそこでの学習の

質にについては、あまり知られていない。このことと関連して、多くのアフリカ諸国にお

いて徒弟制度の形をとる職業訓練プログラムは若年層が労働市場に参入するときに身につ

けている技能と経済が必要としているもののミスマッチを減らす直接的な手段になってい

る。しかし、アフリカにおけるこのような職業訓練プログラムについての私たちの知識は

非常に限られたものである。これらの聞いはランダム化比較試験タイプのミクロ経済主体

を対象とした研究に適しているであろう。

一般的に、技能訓練プログラムをインフォーマル部門に拡大実施し、技能開発のニーズ

に何らかの効果を発揮するには、新しいモデルを開発し、その効果を厳密にテストする必

要がある。 80%以上の呼応がインフォーマル部門にある現実に鑑みると、技能を強化し、

技能を認証して、インフォーマル部門の生産性を上昇させることに注意を払う必要がある。

そのためには、雇用創出や技能開発のプログラムにインフォーマル部門にも有効なインセ

ンティプ体系を組み込むことが必要で、そうすることでインフォーマルな企業がフォーマ

ル化することにもつながるかもしれない。

労働市場に注目すると、農村家計の生計を改善する方法に関してあまりにも証拠が乏し

いことが際立つている。農民に生産効率を改善するために進んだ技術を導入させるにはど

うしたらよいかについて、いくつか証拠が得られ始めているが、家計が労働供給を多様化

し移住も合わせて労働供給の収益を最適化するような政策も考えられるべきだ。とくに季

節的または一時的な移住の影響は良く研究されておらず、理解もされていない。

中小企業のトレーニングと融資プログラムについては評価が分かれている。参加率が低

い傾向があり(I0~20%)、そのようなプログラムの効果が最も現われやすいと見られる家

計は実際すでに事業を営んでいる家計で、新規にビジネスを立ち上げることに成功する確

率は非常に低い。これから事業を興そうとする企業家を支援する中小企業支援プログラム

とはどのように対象を定めるべきなのかについて、新しいモデルとより多くの証拠が必要

である。このような人々とは大学を卒業したての若者というよりも、ある程度キャリアを

積んだ公務員か外国に住む技能の高いアフリカ人であろう。高学歴者を中小企業支援サー

ピスの対象として、経営頭脳流出を逆流させて雇用機会を作り出すしたり、中等および高

等教育で経営能力のトレーニングをすることの効果をよりよく理解する必要がある。

南アフリカでの労働需要に関する政策形成は、他の国(特に近隣諸国)にも当てはまる

ことが多いと恩われるので、より多くの証拠が必要である。情報の不完全性に対処する介

入に関する証拠にはいくつか期待を持たせるものがある。情報宣伝活動は実施するコスト

が低く、少しでも効果があれば費用対効果があったということができる。例として、若年

労働者がどこでどのような求人があるか、賃金はどれくらい期待できるかについて、より

良い情報が得られれば、求職のプロセスが大きく改善される。労働者と企業の聞の空間的

ミスマッチはアフリカでは情報の非対称性を増幅する。企業と労働者の聞の情報の流れを

容易にするために情報通信技術を効果的に利用すれば良いだろう。

最後に、我々は中核的な労働市場規制を正式に変えないで若年雇用を促進するために有

効性が期待できるいくつかの政策を議論したロとくに、若者を対象にした賃金補助金を導
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入することに関心を示す国がある。また最も支援を必要としている人々に対して大規模な

雇用提供プログラムを実施することの提案されることが多い。アフリカでそのような政策

が有効であることを示した確固たる証拠はこれまでのところ得られていない。対象とされ

た集団は恩恵を受けるだろうが、その恩恵もプログラム実施期間中だけつで、長期的な雇

用につながる飛び石になったという証拠はほとんどない。さらに、このようなプログラム

は強いクラワディング・アウト(掃き出し)効呆があって、実質的に雇用を創出している

のかどうか疑わしい。それでも、このようなプログラムは、とくに雇用提供プログラムは

政治的関心があって実施されやすいので、我々はこのようなプログラムをどのように組み

替えると参加者に長期的便益を与えられるのか研究を発展させなければならない(たとえ

ば職業訓練や従業員推薦システム。労働ノfフォーマンスをあげることへの強いインセンテ

イブを与えることなど)。
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